




 

 

序  文  
 
 

日本国政府は、モロッコ王国政府の要請に基づき、同国の道路保守建設機械訓練センター機材更

新計画にかかる基本設計調査を行うことを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施い

たしました。 

当機構は、平成 16年 7月 13 日から 8月 20日まで基本設計調査団を派遣いたしました。 

調査団は、モロッコ王国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実

施いたしました。帰国後の国内作業の後、平成 16年 10 月 24 日から 11月 4日まで実施された基本

設計概要書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを

願うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 16年 12 月 

 

独 立 行 政 法 人 国 際 協 力 機 構

理 事  

 

 小 島 誠 二

 



 

 

伝  達  状  
 
 

今般、モロッコ王国における道路保守建設機械訓練センター機材更新計画基本設計調査が終了い

たしましたので、ここに最終報告書を提出いたします。 

本調査は、貴機構との契約に基づき弊社が、平成 16 年 6 月より平成 16 年 12 月までの 5.5 ヵ月

にわたり実施いたしてまいりました。今回の調査に際しましては、モロッコ王国の現状を十分に踏

まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の枠組みに最も適した計画の策定

に努めてまいりました。 

つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。 
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要  約  
 

モロッコ王国は陸上交通の大部分を自動車輸送に依存し、あらゆる経済活動の基盤となる道路は重

要なインフラであるとの観点から、道路整備事業に力を入れており、道路網総延長は約 5 万 7000km と

なっている。その道路を管理する設備交通省道路局の基本戦略は次のとおりである。①道路改修と維

持管理の強化による道路資産の保全、②交通量の増加に対応した経済的かつ安全な交通確保のための

道路改良、及び、③国家地方道路計画(PNRR)に基づく地方村落道路網の拡充。 

また、2005 年からの年間道路整備計画は次表のとおりである。 

年間道路整備計画 
項目 年間目標 

道路の改修及び拡幅 1,700km 
道路の拡幅 500km 
地方村落道路の建設 1,500km 
高速道路の建設 100km 
事故多発地点の改良 45 ヶ所 
橋梁の維持、改修 20 橋 
橋梁の建設 10 橋 

この道路局の基本戦略を実施する上での道路局の人的課題は次のとおりである。①道路網の維持管

理のための高い技術力を有する要員の育成、②地方村落道路計画達成のための要員の確保、③市場で

普及している最新(電子制御機器搭載型)道路建設用機材に対応する職員、幹部への再教育、及び、④民

間建設会社の技術力向上支援。 

一方「道路保守建設機械訓練センター(IFEER)」は、同国及び西アフリカ唯一の建設機械の研修セン

ターであり、1993 年の設立以来、建設機械の整備技術者、建設機械の運転操作技術者、建設機械の管

理/工程計画策定技術者及び道路の保守技術者を教育してきた。しかし、研修機材が更新されないため

に道路局及び民間で使用されている機材とずれが生じており、機材を更新して研修内容を一新する必

要に迫られている。 

このような状況を改善するため、モロッコ王国政府は IFEER の研修機材を更新して研修内容を一新

するために必要な機材を我が国の無償資金協力により調達することを要請し、日本国政府は独立行政

法人国際協力機構(JICA)に、基本設計調査を行うことを指示した。 

JICA は基本設計調査団を、2004 年 7 月 13 日から 2004 年 8 月 20 日まで現地に派遣し、同調査団は、

モロッコ王国政府関係者と要請内容について協議するとともに、IFEER の研修内容、現有機材につい

ての調査及び関連資料の収集を行った。帰国後、同調査団は現地調査結果を踏まえ、本計画の妥当性

を検証するとともに、機材仕様、本計画の実施計画を策定し、基本設計概要書を作成した。JICA は 2004

年 10 月 24 日から 11 月 4 日まで、同調査団を現地に派遣し、同概要書の内容について協議・確認し、

モロッコ国政府の同意を得た。 

本プロジェクトの全体計画はモロッコの首都ラバトから南西 30km 地点のスキラット町にある

IFEER の研修用機材を時代のニーズに合致したものに更新し、研修内容をレベルアップするものであ

る。 
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要請は上記計画を実施するに不足している機材を補充するものであり、調達機材の種類・仕様、台

数を選定・算定するにあたっては、研修内容の見直し、必要な機材の種類・仕様の選定、必要機材台

数、配置計画の設定等を行って、要請の妥当性を検証するとともに、機材計画を策定した。本計画の

概要は以下のとおりである。 

機材計画概要 
使用目的；研修コース 

数 量 

建
機
運
転
ブ
ル
ド
ー
ザ 

建
機
運
転
グ
レ
ー
ダ 

No 機 材 主 な 仕 様 

要請 
(ﾐﾆｯﾂ)

計画 グループ 

建
機
運
転
個
別
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム 

機
材
整
備:

共
通
コ
ー
ス 

道
路
保
守
コ
ー
ス 

1．道路建設機材 

1 ブルドーザ 30t、240hp 2 2 ○  ○ ○  

2 ホイールローダ 1.9m3、130hp 2 2 ○ ○ ○ ○  

3 モータグレーダ 155hp、3.7m 2 2  ○ ○ ○  

4 油圧ショベル； 
クローラ式 0.7m3,140hp 1 1 ○ ○ ○ ○  

○ ○ ○ ○ 5 油圧ショベル； 
ホイール式 0.8m3,140hp 1 1 

(新設カリキュラム) 
 

○ ○ ○ ○ 6 バックホーローダ 95hp、1.0m3 2 2 
(新設カリキュラム) 

 

7 振動ローラ 7t、80hp 2 2 ○ ○ ○ ○  

8 ダンプトラック 8m3、240hp 2 2 ○ ○ ○ ○  

○ ○ ○9 道路維持管理車 ｱｽﾌｧﾙﾄ:3m3、砂利:2m3

200hp 2 2   
(新設カリキュラム)

○ ○ ○ ○ 10 トラックトレーラ 30t、320hp 1 1 
トレーラ積込み実習 

 

11 給油脂車 240hp、6x4 1 1 現場実習時のサポート 
(給油脂実習も行う) 

12 小型トラック 4x4、6 人乗り 2 2 現場の実習・見学のための 
研修生輸送及び資機材・工具運搬

13 ミニバス 120hp、 
固定シート30席以上

1 1 現場の実習または見学のための 
研修生輸送 

14 フォークリフト 2t、ディーゼル 1 1   ○ ○  

2．教育用機材 

 コンピュータ

等 
- 一式 一式 ○ ○ ○ ○ ○ 

3．整備工場用機材 

 油圧ホース 
かしめ機等 - 一式 一式 

  
 ○  
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使用目的；研修コース 

数 量 

建
機
運
転
ブ
ル
ド
ー
ザ 

建
機
運
転
グ
レ
ー
ダ 

No 機 材 主 な 仕 様 

要請 
(ﾐﾆｯﾂ)

計画 グループ 

建
機
運
転
個
別
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム 

機
材
整
備:
共
通
コ
ー
ス 

道
路
保
守
コ
ー
ス 

4．土木試験室用機材 

○ 
 コンクリート 

圧縮試験機等 - 一式 一式   
  

(新設)

○ 
 光波測量機 測定距離 3,000m 5 5   

  

(新設)

 

 

本計画を無償資金協力により実施する場合、総事業費は 4.00 億円（日本側負担分 3.81 億円、モロッ

コ王国側負担分 0.19 億円）と見込まれる。本計画の実施は 13 ヶ月を必要とする。 

本計画による直接裨益者は、道路局からの受講予定者 210 人/年、民間その他からの受講予定者 130

人/年、及び仏語圏アフリカ諸国等第三国の研修生 20 人/年、合計受講予定者 360 人/年となる。これは

ここ数年の年平均受講者数の 300 人/年より増加となる。間接裨益者はモロッコ国全国民 2,870 万人で

ある。 

 

本計画の実施により、以下の直接効果が期待できる。 

① IFEER の研修用機材が、近年工事現場で通常に使用されている最新型の電子制御機器搭載型機

材に更新されることにより、新しいカリキュラムが設定され、研修内容が時代のニーズに合致

したものにレベルアップされる。 

② 道路局職員の技術レベルがアップする。 

さらに以下の間接効果が期待できる。 

① 新型の機材の性能を充分引き出すことにより、年間道路整備計画が効率的に推進され、経済が

活性化される。 

② 道路局所有の電子制御機器搭機型機材の修理が迅速に行われるようになり、現有機材の休車(故

障)期間が減少する。 

③ 民間、他官庁からの研修終了者が増加し建設工事が効率化される。 

④ 年間道路整備計画が推進されることにより貧困格差が縮小される。 

⑤ 年間道路整備計画が推進されることにより、新たな道路技術者の雇用が生まれる。 

 

本計画の内容、その効果の程度、機材の運用、維持管理の実施能力等から我が国の無償資金協力に

よる協力対象事業の実施は妥当と判断する。 

注) 建機運転ブルドーザグループコース：ブルドーザを中心とした運転研修コース 
 建機運転グレーダグループコース ：グレーダを中心とした運転研修コース 
 建機運転個別カリキュラム    ：単一機材の運転研修カリキュラム 



 

- 4 - 

本計画実施による効果をより確実に発現、持続するために以下を提言する。 

① 調達する道路建設用機材は電子制御機器搭載型で、モロッコ王国では同機種が普及しつつある

ものの、その故障診断及び修理手法はいまだに浸透していない。従って、日本からの技術支援

としてカウンターパート研修及び日本人短期専門家派遣を実施することが望ましい。 

② IFEER は研修者数増加のほか、建設機械運転免許制導入による免許収入、建設機械の修理収入、

及び道路整備実習による収入等、収入源を多用化して収入を確保し、機材の減価償却費を積み

立て、機材の定期的な更新を自力で行い持続性を確保することが望ましい。 

③ 最新技術のカリキュラム導入に伴い、建設会社連盟及び雇用促進事業団との協力により、民間

からの研修受講者数の増加を積極的に推進し、民間建設業者の技術力向上に寄与することが望

ましい。 
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第 1章 プロジェクトの背景・経緯 

１－１ 当該セクターの現状と課題 

１－１－１ 現状と課題 

モロッコ王国(以下、「モ」国)は陸上交通の大部分を自動車輸送に依存し、あらゆる経済活動の基盤

となる道路は重要なインフラであるとの観点から、道路整備事業に力を入れており、道路網総延長は

約 5 万 7000km とアフリカ諸国中で最も道路網の発達した国の一つとなっている。この道路網は国道、

州道、県道に分類され、設備交通省道路局が管理している。道路局の道路整備基本戦略は以下のとお

り。 

・道路改修と維持管理の強化による道路資産の保全 

・交通量の増加に対応した経済的かつ安全な交通確保のための道路改良 

・国家地方道路計画(PNRR)に基づく地方村落道路網の拡充 

 

表 1-1 「モ」国の道路網 

道路分類 道路延長(km) 比率(％) 舗装延長(km) 舗装率(％) 

国道 11,288 19.7 9,552 84.6

州道 10,152 17.8 8,520 83.9

県道 35,787 62.5 14,014 39.2

合計 57,227 100 32,086 56.1
出典：道路局 

しかし、道路局は道路整備基本戦略を実施する上で以下の人的課題を抱えている。 

・増加しつつ、かつ高い技術力が必要となってきている道路網の維持管理のための要員育成 

・地方村落道路計画の達成のための要員の確保 

・最新機材の増加に対応する職員、幹部への再教育 

・民間建設会社の技術力向上支援 

一方、道路保守建設機械訓練センター(以下 IFEER：首都ラバトから南西 30km 地点のスキラット町)

は、「モ」国、西アフリカ諸国で唯一の建設機械の研修センターであり、1993 年の設立以来、道路局

職員を始め民間、第三国(仏語圏アフリカ諸国)に対する道路建設、保守部門の技術員、オペレータの研

修に対して重要な役割を果たし、道路整備基本戦略を実施する道路技術者を育成してきた。しかし、研

修機材が更新されないために道路局及び民間で使用されている機材とずれが生じており、機材を更新し
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て研修内容を一新する必要に迫られている。IFEER の研修は①道路保守コース②建機運転コース③機

材整備コース④機材管理コースの 4 コースに大別され、各コースは複数のカリキュラムで構成されてい

る。表 1-2 に IFEER の各コース別の研修生の人数推移を、表 1-3 に研修生の所属先を示す。 

表 1-2 IFEER 研修生の人数推移 

単位：人 

「モ」国国内向け 
年 道路保守

コース 
建機運転 
コース 

機材整備 
コース 

機材管理 
コース 

第三国向け 
コース 合計 

1993 (7 月-12 月) 30 35 21 9 - 95 
1994 59 69 57 38 - 223 
1995 66 65 53 29 - 213 
1996 74 79 82 43 - 278 
1997 79 82 53 47 - 261 
1998 67 78 85 31 - 261 
1999 141 64 62 18 - 285 
2000 56 94 67 17 21 245 
2001 39 84 175 28 40 366 
2002 80 60 87 8 19 254 
2003 154 41 115 159 20 489 

2004 (1 月-7 月) 148 59 75 96 - 378 
合計 993 810 932 523 100 3,358 

出典：IFEER 

 

表 1-3 所属別研修生の状況 

単位：人 

所属 道路保守 

コース 

建機運転 
コース 

機材整備 
コース 

機材管理 

コース 

第三国向け 

コース 
合計 

道路局 982 666 539 514  2701 

民間その他 11 144 393 9  557 

第三国     100 100 

合計 993 810 932 523  3,358 

出典：IFEER 

IFEER が現在抱えている課題は以下のとおりである。 

・市場のニーズに適合した最新機材、最新カリキュラムの導入 

・新技術に対する講師陣のレベルアップ 

・民間会社等への広報活動による道路局以外からの研修生の増加 

・減価償却費の積み立てによる研修機材の定期的更新 
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１－１－２ 開発計画 

「モ」国政府は海外からの投資振興策の一環として、道路網等のインフラ整備は国内産業の発展に

欠かせないばかりでなく、外国企業誘致にとっても重要であることから重点政策としている。この重

点政策を推し進めるため、「モ」国政府は 2005 年からの年間道路整備計画を策定した。表 1-4 に年間

道路整備計画を示す。 

表 1-4 年間道路整備計画 

項目 年間目標 

道路の改修及び拡幅 1,700km 

道路の拡幅 500km 

地方村落道路の建設 1,500km 

高速道路の建設 100km 

事故多発地点の改良 45 ヶ所 

橋梁の維持、改修 20 橋 

橋梁の建設 10 橋 

出典：道路局 

特に地方村落道路の拡充は地方に集中する貧困層の削減のために重要な国家施策となっており、

2005 年から 2014 年までに 1 万 5000km、年間 1,500km を整備する計画である。表 1-5 に貧困状況を示

す。 

表 1-5 貧困状況 

項目 貧困率%(1991) 識字率%(1994) 給電率%(1994) 給水率%(1994) 

都市部 7.6 63.0 80.7 81.3

地方 18.0 25.0 9.7 4.0

全国 13.1 45.0 50.2 44.1

出典：統計局 

 

１－１－３ 社会経済状況 

「モ」国は 1956 年フランスから独立後、工業化による経済開発を積極的に進めてきた。また、国土

は耕作地や天然資源に恵まれており、主要産業は農業、繊維業、漁業及び鉱業（燐鉱石）であり、燐

鉱石を加工して燐酸及び化学肥料も生産している。主要輸出国はフランス、スペイン、イギリス等の

欧州が中心で、既製服、生地・織物、海産物、農産物及び化学肥料を輸出しており、主要輸入国も欧

州が中心で、原油、機械及び化学製品を輸入している。対日貿易における主要輸出品目は、タコ、イ

カ及び燐酸塩であり、主要輸入品目は産業用車両及び特殊車両等の機械類である。 貨物輸送の約 30%

は道路、約 70%は鉄道に依存しているが、「モ」国の特産品である燐鉱石の輸送(重量物であるため鉄
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道輸送が中心)を除くと、貨物輸送の約 80%は道路輸送である。国内総生産は 333 億 US ドル、一人当

りの GNI は 1,180US ドルである。 

１－２ 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

「モ」国は道路が重要なインフラであるとの観点から道路整備事業に力を入れており、特に、地方

村落道路の整備（村落道路国家計画；PNRR）は地方に集中する貧困層削減のための重要な国家施策と

なっており、これまでの年間約 1,000km の整備を 2005 年から 1,500km に増やす計画である。しかし、

各種道路整備を計画通りに遂行するには、十分な数の道路関係技術者がいること、しかも近代化著し

い道路整備用機材を適正かつ効率的に運用できる最新技術を身につけていることが要求される。 

IFEER は、1993 年に日本の無償資金協力で設立され、その後 11 年間で、道路局職員、民間及び第三

国(仏語圏アフリカ諸国：100 名)からの研修生、延べ約 3,400 名に上る道路関係技術者を輩出するとい

う重要な役割を果たして来た。しかしながら、IFEER の研修用機材は設立以来更新されず陳腐化ある

いは老朽化し、研修活動が効率的に行えないのみならず最新技術の研修が実施できないことから、研

修内容が時代のニーズとずれてきている。このような状況から「モ」国政府は設備交通省道路局の傘

下にある IFEER の研修機材を更新して研修内容を時代のニーズに合致したものとするため、研修用機

材の更新を無償資金協力として日本政府に要請するに至った。 

要請された研修用機材は、ブルドーザ、ホイールローダ、モーターグレーダ、油圧ショベル、バッ

クホーローダ、振動ローラ、ダンプトラック、道路維持管理車、トラック・トレーラ、給油脂車、小

型トラック、ミニバス、フォークリフト、教育用機材、整備工場用機材、土木試験室用機材である。

これらの機材投入により IFEER の研修用機材は、近年工事現場で通常使用されている電子制御機器搭

載型機材に更新され、研修内容が時代のニーズに合致したものにレベルアップされる。 

 

１－３ 我が国の援助動向 

我が国から「モ」国の運輸・交通分野に対する過去の援助を表 1-6 に示す。 

表 1-6 過去の援助実績 

援助形態 年度 案件名称 
金額 

(億円) 
1991～92 道路保守建設機械訓練所建設計画 15.9 

無償資金協力 
2000 地方村落道路機材整備計画 9.3 
1997 高速道路建設事業 95.7 
1998 カサブランカ市南部バイパス建設事業 70.5 有償資金協力 
2001 地中海道路建設事業 127.6 

技術協力 1996～2001 累計
研修員受入：53 人 *(21 人)、 
専門家派遣 27 人他 (9 人) 

14.9 

*カッコ内は 1992～1997 年度に IFEER に投入された技術支援 

出典：政府開発援助(ODA)国別データブック 2002 
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この他に、1999 年 12 月には我が国と設備交通省との間において、仏語圏アフリカ諸国 18 か国を対

象とした第三国集団研修「道路保守技術」実施の合意がなされ、1999 年から 2003 年までの間に 5 回に

わたる研修が IFEER で実施され、現在までに延べ 100 名の研修生を受入れている。 

 

１－４ 他ドナーの援助動向 

道路関連の人材育成に対する他ドナーの援助は、機材供与及び技術協力ともに行われていない。ま

た、今後の計画もない。 
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第 2章 プロジェクトを取り巻く状況 

２－１ プロジェクトの実施体制 

２－１－１ 組織・人員 

プロジェクトの主管官庁は設備交通省（Ministère de l’Equipement et du Transport）の道路局（Direction 

des Routes et de la Circulation Routière）であり、実施機関は道路局傘下の道路保守建設機械訓練センター

（Institut de Formation aux Engins et á l’Entretien Routier ; IFEER）である。現在、設備交通省の職員は 1 万

206 名(道路局：5,234 名)で、そのうち 32 名が IFEER の運営を行っている。 

2004 年 8 月現在の設備交通省の組織図を図 2-1 に示す。 

設備交通大臣

交通部門 設備部門

計画/調査局 技術局 人事研修局道路局

人事部資金調達部道路保守安全部国立道路

調査ｾﾝﾀｰ

道路保守建設機械訓練ｾﾝﾀｰ

(IFEER)

建設機械整備課

（8名）

経理管理課

（5名）

宿舎管理課

（5名）

建設機械運転操作課

（6名）

建設機械管理課

（3名）

道路保守課

（4名）

所長
（1名）

計画部 土木工事部

事務次官

港湾局

 

 

出典：道路局 2004 年 8月現在 

 

図 2-1 設備交通省組織図 
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２－１－２ 財政・予算 

IFEER の運営は独立採算システムを取っており、収入は研修に対する報酬のみで、この収入で電気、

水道代等の研修所の維持運営費、機材の燃料代、修理費、部品代等の研修機材運営費、研修生の宿泊

費、食事代、講師の一部手当て、外部講師の招聘費用等すべての経費を賄っている。IFEER 職員の人

件費は別途、政府予算から年間約 1,464 千ﾃﾞｨﾗﾊﾑ（1,780 万円）支出されている。2001～2003 年度まで

の実績及び 2005 年度以降(新機材導入後)の予算予測を表 2-1 に示す。 

表 2-1  IFEER の予算実績（2001～2003 年度）及び予算予測（2005 年度以降） 
 

(単位：千 DH、１DH＝12.20 円) 

年 度 2001 2002 2003 新機材導入後

研修収入 DRCR 1,853.5 2,145.0 3,279.4 3,710.0 
民間等その他 503.4 964.0 305.7 500.0 
収入合計 2,356.9 3,109.0 3,585.1 4,210.0 

研修所維持運営費 430.7 338.3 311.7 327.0 
機材維持修理費 39.0 64.2 20.5 20.5 
機材部品費 213.4 290.0 150.0 150.0 
機材燃料費 300.0 347.7 340.0 470.0 
研修生宿泊、食事費 1,300.3 1,431.1 1,482.5 1,677.0 
外部講師招聘費 22.1 41.3 63.1 70.0 
その他 943.0 735.9 793.6 833.0 

支出合計 3,195.2 3,248.5 3,161.4 3,547.5 
参考：研修実績及び計画 
単位：*人･週､ ｶｯｺ内人数 

1,450
(326)

2,000
(235)

2,580 
(469) 

2,920 
(360) 

*1 人･週＝1 人の研修生が 1 週間受講 出典：IFEER 

上記は収入、支出の帳簿上の実績値であり入金、支払いの遅れが多々ありキャッシュフロー上は毎

年若干の残余金が生じさせ、翌年度に繰り越している。これは独立採算制組織が赤字を出すことを禁

止されているため、必要な修理を翌年度に繰り延べたりして、残余金を少額発生させているものであ

る。 

IFEER は研修者数増加にともなう約 620 千ﾃﾞｨﾗﾊﾑ/年(760 万円)の研修収入増のほか、建設機械運転免

許制導入による免許収入、建設機械の修理収入、及び道路整備実習による収入等により、機材償却費

の積み立てを計画し、機材の更新を自力で行い持続性を確保しようとしている。 

 

２－１－３ 技術水準 

IFEER の講師は、1993 年の設立時から継続して勤務し、さらにそのほとんどが日本での専門的な研

修を受けている。したがって、かれらは道路技術者としての高い知識を持ち合わせているとともに、

その知識を他人に教える能力も持ち合わせている。 

以上のことから、本計画で調達される研修用機材の運営・維持管理は、納入時の運転指導、機材の

故障予防整備・維持管理整備に関する指導を行うことにより適切に実施される技術水準にある。また、
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今後、新規機材に関する技術移転も計画されていること考慮すると、技術的にも新規機材の維持管理

は問題ないと判断される。 

さらに、機材の維持管理に必要な補修用部品のうち定期交換部品、早期消耗部品は部品庫に在庫し

ており、修理に必要な部品は各メーカーの代理店から購入して使用していることから、部品調達に関

しても特に問題はない。 

 

２－１－４ 既存の施設・機材 

1993 年度に日本の無償資金協力「道路保守建設機械訓練所建設機械計画」で IFEER が調達した建設

機械は現在も使用可能であるが、既に老朽化・陳腐化している。「モ」国の工事現場では、IFEER が所

有している旧式道路建設用機材から電子制御機器搭載型の建設機材に移行しているが、旧式機材も少

数ではあるが使用されているため、今後も建機運転コース及び機材整備コースで引き続き使用する。

また、将来これらの建設機械が廃棄される時には、機材整備コースの分解・組立用教材として有効活

用する。 

教育用機材は既存機材が破損又は時代遅れとなり、今後の研修活動に支障をきたす恐れがある。し

たがって教育用機材の近代化が必要である。 

既存の整備工場用機材は、全て 1993 年度に日本の無償資金協力で調達したものであり、現在は破損、

消耗もしくは作動不良の状態のものが多くなっている。 

アスファルト、骨材試験機を中心とした土木試験室用機材は、おおむね良好な状態にあり、今後も

使用可能である。 

既存機材を表 2-2 から表 2-4 に示す。 
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表 2-2 道路建設用機材：既存機材一覧表 
既存機材 

No 機種 
機種 概略 

仕様 
調達 
年度 

hr/km 調達先 

ｺﾏﾂ D65E 1993 1,892 日本無償 

ｺﾏﾂ D65E 
18t 

1993 2,083 日本無償 1 ブルドーザ 

CAT D6H 18t 1993 1,061 日本技協 

ｺﾏﾂ WA180 1993 2,207 日本無償 
2 ホイールローダ 

ｺﾏﾂ WA180
110hp 

1993 2,097 日本無償 

ｺﾏﾂ GD511 1993 (447) 日本無償 

ｺﾏﾂ GD511 
135hp 

1993 3,452 日本無償 

ｺﾏﾂ GD37 - (1986) 稼動不能 道路局(中古) 
3 モータグレーダ 

ｺﾏﾂ GD31 - (1977) 稼動不能 道路局(中古) 

ｺﾏﾂ PC120 1993 1,507 日本無償 
4 油圧ショベル 

ｺﾏﾂ PC120 
0.5m3 

1993 1,347 日本無償 

ｻｶｲ SW70C 1993 735 日本無償 

ｻｶｲ SW70C
7t 

ﾀﾝﾃﾞﾑ 1993 499 日本無償 5 
振動ローラ 
 

ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸ ﾀｲﾔﾛｰﾗ 1994 208 日本技協 

NISSAN 1993 45,963 日本無償 
6 ダンプトラック 

NISSAN 
6m3 

1993 46,078 日本無償 

7 トラックトレーラ NISSAN 20t 1993 10,565 日本無償 

TOYOTA 4x4 1993 542,502 日本無償 
8 小型トラック 

TOYOTA ﾜｺﾞﾝ 1993 554,639 日本無償 

9 ミニバス TOYOTA 25 人 1993 317,024 日本無償 

10 散水車 NISSAN - 1994 12,650 日本技協 

11 クレーン車 NISSAN - 1996 6,688 日本技協 
 

注)日本無償：1991～1992 年度無償資金協力「道路保守建設機械訓練所建設計画」 

日本技協：1992～1997 年度プロジェクト方式技術協力「道路保守建設機械訓練センター計画」 
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表 2-3 教育用機材：既存機材一覧表 

既存機材 
No 

機種 個数 状態 調達年度 調達先 
1 カセット式ビデオカメラ 2 使用不可 1993 日本無償 1 台 

データプロジェクタ 1 使用不可 不明 独自予算 

オーバヘッドプロジェクタ 4 不良 1993 日本無償 2 台 

スライドプロジェクタ 2 使用可 1993 日本無償 

16mm 映写機 1 不良 1993 日本無償 

8mm 映写機 1 使用不可 1993 日本無償 

2 

ビデオデッキ 2 故障中 1993 日本無償 
3 CANON35mm フィルムカメラ 1 使用可 1993 日本無償 

コンピュータ：ラップトップ 2 旧式 不明 独自予算 4 
デスクトップ 5 旧式 不明 独自予算 

5 HP インクプリンタ  2 使用可 不明 独自予算 
6 HP インクプリンタ  1 使用可 不明 独自予算 
7 スキャナ 1 旧式 不明 独自予算 

TOSHIBA コピー 1 不良 不明 独自予算 8 
CANON,RICOH,OLYMPIA コピー 各 1、計 3 使用不可 1993/1994 日本無償/技協 2

 

表 2-4 整備工場用機材：既存機材一覧表 

既存機材
No. 機 材 

個数 状態
調達年度 調達先 

1 インジェクタテストスタンド 1 使用可 1993 日本無償 
2 エンジン診断用圧力計セット 1 使用可 1993 日本無償 
3 油圧回路診断用圧力セット 1 破損 1993 日本無償 
4 デジタルマルチメータ 1 使用可 1993 日本無償 
5 タコメータ 1 使用可 1993 日本無償 
6 インジェクション洗浄器 - 消耗 1993 日本無償 

7 インジェクション配管用 
コンビネーションレンチ 

1 破損 1993 日本無償 

8 油圧ホース用 
コンビネーションレンチ 

1 破損 1993 日本無償 

9 温度計 2 破損 1993 日本無償 
10 溶断トーチ 1 破損 1993 日本無償 
11 溶接トーチ 1 破損 1993 日本無償 
12 発電機 1 使用可 1993 日本無償 
13 吊ケーブル - 消耗 1993 日本無償 
14 吊チェーン - 消耗 1993 日本無償 
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表 2-5 土木試験室用機材：既存機材一覧表 

既存機材
No. 機 材 

個数 状態 
調達年度 調達先 

1 アスファルト軟化点試験機 1 使用可 1993 日本無償 
2 アスファルト伸度試験機 1 使用可 1993 日本無償 
3 マーシャル安定度試験機 1 使用可 1993 日本無償 
4 アスファルトミキサー 1 使用可 1993 日本無償 
5 CBR 試験装置 1 使用可 1993 日本無償 
6 コア採取機 1 使用可 1993 日本無償 
7 骨材衝撃試験機 1 使用可 1995 日本技協 

8 アスファルト蒸留試験装置 1 使用可 1995 日本技協 
9 アスファルト粘度計 1 使用可 1995 日本技協 

10 骨材すりへり試験機 1 使用可 1995 日本技協 
11 恒温槽 2 使用可 1995 日本技協 

12 コヒジョンメータ 1 使用可 1995 日本技協 

13 精密秤 3 使用可 1995 日本技協 
14 すべり抵抗測定器 1 使用可 1995 日本技協 

 

２－２ プロジェクト・サイト及び周辺の状況 

２－２－１ 関連インフラの整備状況 

IFEER の電気、水道及びガス等のインフラ設備は、1993 年の設立時に整備された。本計画では、こ

れら既存のインフラ設備を引き続き使用するため問題ない。 

 

２－２－２ 自然条件 

「モ」国はアフリカ大陸の北西部に位置し、マグレブ 3 国(モロッコ、チュニジア、アルジェリア)

の最西端にある王国である。北にはジブラルタル海峡を挟んで対岸にスペインがあり、南はモーリタ

ニアに、東はアルジェリアに、そして西は大西洋に接している。国土面積は 45.9 万 km2 (西サハラを除

く)で日本の国土の約 1.2 倍、人口は 2,870 万人である。国土の北部にはリフ山脈、西部から東部にはア

トラス山脈が走り、4,000m 級の山が連なっている。山岳地帯は地質学的に不安定であり、大地震が時々

発生している。 

気候は北部とカサブランカ付近までの大西洋岸地帯は地中海性気候、内陸部は大陸性気候、アトラス

山脈の南側はサハラ砂漠に近く砂漠性気候である。一般的には、冬の雨季と春、夏、秋の乾季があり、

乾季には雨はほとんど降らない。沿岸部は温暖で過ごしやすいが、乾季は平均気温が 30 度を越えるこ

とが多い。内陸部の夏は極めて乾燥し日中気温は 40 度以上となり、冬は沿岸部よりも気温は低い。山
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岳部の夏は涼しいが、冬には雪が降り、気温は氷点下以下となる。砂漠地帯では雨はほとんど降らず、

夏の日中気温は 45 度以上であるが夜間との気温差が激しい。 

本件の実施機関である IFEER は首都ラバトの南西 30km 地点の温暖な地帯にあり、平均気温 20 度、

年間降雨量 450mm 程度である。したがって、計画機材は標準的な機材とする。 

 

２－２－３ その他 

計画機材を使った IFEER での研修は、大規模掘削のような環境破壊が懸念される工種はない。 

また、現場実習をする際にも、調達機材は最新型のもので従来型よりも、騒音対策及び排ガス対策

がなされているため、周辺環境への影響は少ない。 

本計画で導入予定の機材と機材を使用して行われる研修による環境への影響調査結果を表 2-6 に示

す。 
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表 2-6 環境影響調査結果 
 

環 境 項 目 評 定 根 拠 

1 住民移転 D 発生しない 

2 経済活動 D 道路網整備に貢献する 

3 交通・生活施設 D 道路網整備に貢献する 

4 地域分断 D なし 

5 遺跡・文化財 D なし 

6 水利権・入会権 D なし 

7 保健衛生 D なし 

8 廃棄物 D 廃油処分は基準に沿って行う 

社 

会 

環 

境 

9 災害（ﾘｽｸ） D なし 

10 地形・地質 D 影響なし 

11 土壌侵食 D 影響なし 

12 地下水 D 影響なし 

13 湖沼・河川流況 D 影響なし 

14 海岸・海域 D 影響なし 

15 動植物 D 影響なし 

16 気象 D 影響なし 

自 

然 

環 

境 

17 景観 D 影響なし 

18 大気汚染 D 影響なし 

19 水質汚濁 D 影響なし 

20 土壌汚染 D 影響なし 

21 騒音・振動 D 従来型よりも、騒音、振動が減少する 

22 地盤沈下 D 影響なし 

公 
 

害 

23 悪臭 D 影響なし 

（注） 評定の区分 

A:重大なインパクトが見込まれる 

B:多少のインパクトが見込まれる 

C:不明（検討をする必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮に入

れておくものとする） 

D:ほとんどインパクトは考えられないため IEE あるいは EIA の対象としない 
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第 3章 プロジェクトの内容 

３－１ プロジェクトの概要 

「モ」国は道路の整備を、社会・経済の発展にとって極めて重要な実施事項と位置づけ、2005 年か

らの年間道路整備計画を策定した（表 1-4 参照）。しかし、年間道路整備計画の遂行には十分な数の道

路関係技術者が必要であり、それらの技術者は、近年一般的になってきた電子制御機器搭載型の道路建

設用機材を適正かつ効率的に運用できる最新技術を身につけていることが要求されている。 

IFEER は「モ」国唯一の道路技術者育成機関であり、1993 年の設立以来 11 年間で、延べ約 3,400 名

に上る道路関係技術者を育成するという重要な役割を果たして来た。しかしながら、IFEER の研修用

機材は設立以来更新されず陳腐化あるいは老朽化し、研修活動が効率的に行えないのみならず最新技術

の研修が実施できず、時代のニーズとのずれが生じている。IFEER としては今後も研修という重要な

役割を果たして行くために、このような状況を改善すべく、近代化された機材を新規導入して最新技術

の研修を効率的に実施することとしている。これにより、最新技術を修得した十分な数の道路関係技術

者を送り出し、年間道路整備計画が予定通り達成されることが期待できる。この中において、協力対象

事業は、IFEER の近代化・効率化のために最技術の機材を調達するものである。 

 

３－２ 協力対象事業の基本設計 

３－２－１ 設計方針 

（１）基本方針 

「モ」国の首都ラバトから南西約 30km 地点に位置するスキラット町にある IFEER は、1993 年に日

本の無償資金協力で設立され、主として道路局在籍職員を対象として研修を実施してきた。しかし、近

年は「モ」国政府の補助金制度(90%)の実施により民間企業からの研修生増加の兆しがある。さらに、

1999～2003 年に実施されたセネガル等仏語圏アフリカ諸国からの、第三国研修生の受け入れを、2005

年から再開する計画もある。一方、近年は電子制御機器搭載型の道路建設用機材の普及、道路設計の高

規格化の傾向も顕著であり、これらに対応すべく高度な道路技術研修が要求されるようになってきた。

しかし、IFEER の研修用機材・機器は設立以来ほとんど更新されておらず、陳腐化・老朽化等のため、

これらの研修ニーズに応えられなくなってきた。 

今後、多くの民間企業や第三国からの研修生を受け入れ、時代の進歩に合わせた研修を実施していく

ためには、まず研修用機材・機器の更新・近代化・増設を行い、さらに講師陣の技術レベルの向上を図

っていく必要がある。 

IFEER としても研修生の増加とともに収入が増え、利益が出せるようになる可能性もあり、その場

合には今後独自の積立金で常に時代の進歩に合わせたより新しい機材・機器に更新することが期待でき

る。 
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以上の観点から全般的には下記の基本方針で基本設計を行うものとする。 

１）市場のニーズに合った適切な研修が実施できる機材の選定、仕様の決定、数量の決定 

２）近代化(電子制御機器搭載型)機材の導入 

３）研修ニーズ拡大に応えるべく新しい機材の導入 

４）効率化を図るべく機材の更新・補充・増加 

新規導入計画機材は大きく分類して、１）道路建設用機材、２）教育用機材、３）整備工場用機材、

４）土木試験室用機材の 4 種類である。これらの基本設計方針は機材の種類ごとに異なるため機材別の

基本方針を下記に示す。 

 

１）道路建設用機材 

①電子制御機器搭載型の機材を導入する。 

②最近の「モ」国内における道路建設用機材の大型化傾向に応え、IFEER が現在所有している機材

より 1 クラス大きい機材を導入し、研修効果を確保するため 1 機種 2 台を基本とする。 

③研修コース拡充及び内容充実のため、「モ」国内で最近広く使用されるようになった機材(バック

ホーローダ、道路維持管理車、ホイール式油圧ショベル、フラットローベッドトレーラ、給油脂

車)を新たに導入する。 

④研修時に豊富な経験を積ませるため、工事で通常使用されているアタッチメント(ブルドーザのリ

ッパー、油圧ショベルのブレーカ等)を準備する。 

⑤スペアパーツは初期 1,000 時間稼動(2 年間)の定期交換部品、初期消耗部品とする。 

⑥既存の旧型機材は廃棄処分せず、今後の研修用補助機材として活用する。 

２）教育用機材 

①最新の視聴覚機器を導入して研修の効率化を図る。 

②視聴覚教育関係資料がフィルム(8mm、16mm、35mm)、OHP、テープからコンピュータ利用のメモ

リ、メディア、CD、DVD に変わってきたことに対応できるデジタル機器を導入する。 

③研修用資料製作の効率化を図るため、レーザ(カラー)コピー機、レーザプリンタ等を導入する。 
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３）整備工場用機材 

①老朽機材・工具の更新、不足(破損)機材を補充する。 

②整備対象機材の性能向上(電子制御機器搭載型)に合わせた高機能機材を導入する。 

③研修効率化のため、専用機材・工具を導入または補充する。 

４）土木試験室用機材 

①コンクリートの基本特性に係る基礎試験用機材を新規導入する。 

②最新型の測量機材である光波測量機を新規導入する。 

（２）自然条件に対する方針 

機材の配置場所である IFEER はスキラット町にあり、海岸(大西洋)に近く、年間を通じて四季がある

ものの気候的には比較的温暖であり、年間降雨量は 450mm 程度で、平均気温は 20℃である。従って、

特に自然条件に対する配慮は必要ないが、道路建設用機材は直射日光が強い屋外で作業するため高気温

対策としてエアコンを装備する。 

（３）現地の特殊事情に対する方針 

電子制御機器搭載型の機材はアフターサービスが特に重要であるため現地代理店のアフターサービ

ス体制が十分であること、特にスペアパーツが現地で容易に入手できる機材を条件とする。 

なお、建機運転コースの現場実習のため外部の道路工事現場まで機材を運搬することがある。この場

合、機材をトレーラで運搬することになるが、現在の高さ制限は 4.5m であるものの、旧構造物で 4.2m

程度のものが所々残っており、安全に運搬するためには荷台高さを 1,000mm 以下のフラットローベッ

ドトレーラを導入する。 

道路維持管理車という「モ」国独特の簡易アスファルト舗装道路修理車が広く使用されており(道路

局では 70 台保有している)、研修のニーズが高いためこれを導入する。 

「モ」国は仏語圏であるとは言え、オペレータ、メカニックはアラビア語を日常語としており、機材

の適切な取り扱いを確保するため、可能な限り銘板類は仏語とアラビア語の併記で作成する。 

（４）実施機関の維持管理能力に対する対応方針 

先方実施機関である IFEER の現時点での予算、陣容、技術レベルはこれまでの実績から判断すると

特に問題はなく、機材の維持管理能力は十分であり、最新技術の機材の導入に大きな支障はない。しか

し、導入計画の道路建設用機材は現保有機材とは異なり、電子制御機器搭載化が進んでいるため、維持

管理には新しい技術を必要とする。したがって、IFEER 設立時と同様に機材導入前後に故障診断及び
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修理手法の研修を目的とした、カウンタパート研修、もしくは導入直後の技術協力を受ければより効果

的であり、円滑な研修が実施できる。このことから、この件に関して「モ」国側で要請書を準備するこ

とが望ましい。 

（５）機材のグレードの設定に係わる方針 

機材のグレードについては、現在 IFEER が保有する機材は標準的なグレードの日本製道路建設用機

材(無償資金協力等)がほとんどであり、今後の機材維持管理を考慮して標準的なグレードの機材を設定

することで整合性を維持する。ただし、機材の使用目的は研修であることから単に土木作業ができる、

視聴覚教育ができる、整備や試験ができるというだけでは要求条件を満たさない。最新技術の研修が最

終目標であることから、標準的な機材であるが最新技術をベースとして製造された最新機種でなければ

ならない。 

（６）調達方法・工期に係る方針 

機材は可能な限りメーカの標準仕様の最新機材を調達することを基本方針として調達期間短縮を図

り、できれば 2006 年初頭より新規研修コースが開設できるようにする。このため詳細日程計画を立て、

「モ」国側で行う諸手続きを含め各々のステップ毎に進捗状況を確認し、遅滞が生じないようにする。 
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３－２－２ 基本計画（機材計画） 

（１）全体計画 

本計画で調達される機材は、すべてスキラット町の IFEER に配備され、研修用またはその支援機材

として使用される。研修コースは大きく分類すると次の 4 種類となる；①機材整備コース②建機運転コ

ース③機材管理コース④道路保守コース。各コースで使用される機材は一部共用されるが、ほとんどが

特定のコース専用機材となる。調達計画機材も大きく分類すると①道路建設用機材、②教育用機材、③

整備工場用機材、④土木試験室用機材の 4 種類である。要請は、最新技術機材の導入、不足機材の補充、

新規研修カリキュラム用機材等の導入を目的としているが、調達機材の種類・仕様、台数を下記フロー

チャートの手順に従って選定し、要請の妥当性を検証するとともに機材計画を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 供与機材の種類、台数・仕様の策定フローチャート 

 

１）研修ニーズの把握 

２）研修コース内容レビュー 

３）研修計画（回数、研修生数） 

４）必要機材の種類と台数の選定 

５）機材詳細仕様の設定 

６）機材の配置計画 

７）最終機材計画 
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１）研修ニーズの把握 

IFEER 設立以来 10 年以上経過し、3,400 名に上る道路関係技術研修の修了生を送り出してきた。し

かし、「モ」国においてはインフラ整備の中でも道路整備が重要施策となっていることから今後も道路

整備事業は増加し、道路関係技術者の需要もさらに増えていくものと考えられる。従って、道路関係技

術者養成のための研修ニーズも高まっていくことになる。ただし、道路整備に必要な機材の電子制御機

器搭載化が著しく、旧型機材による研修で習得した技術では最新技術の機材を適切に操作または整備す

ることができなくなってきたため、最新技術の機材を使用した研修の要望がある。さらに、道路整備に

使用される機材も多様化し、従来とは異なる機材や「モ」国固有の機材についての研修要望もある。ま

た、道路整備技術の進化もあり、従来あまり注目されなかったコンクリート技術の研修要望もある。以

上のように様々な面から新しい研修ニーズが出てきているのが実情である。一方、これまで数年間にわ

たり実施してきた第三国研修すなわち仏語圏近隣諸国からの研修生受け入れも、新機材導入に伴う研修

カリキュラム見直しの後、再開する計画であるが、第三国からも最新技術の機材を使用した研修の要望

が出ている。 

２）研修コース計画内容レビュー 

研修ニーズに基づき従来の研修コースに追加・変更を要する研修コースの計画内容を下記に示す。 

① 道路建設機械の運転及び整備コースの中で、対象機材に在来のブルドーザ、ホイールローダ、モ

ーターグレーダ、油圧ショベル(クローラ式)及び振動ローラに、近年多用されるようになってき

たホイール式油圧ショベル、バックホーローダ、道路維持管理車及びフォークリフトを新たに加

える。 

② 機材整備コースの中で、最新技術の習得のため新規導入機材構成品(エンジン、トランスミッシ

ョン等)の故障診断機器や分解･組立に必要な専用工具を導入する。 

③ 機材整備コースの中で、整備技術の品質向上を図るためインジェクタテストスタンド、タイヤ分

解機、ホースかしめ機等を導入する。 

④ 道路保守コースの中で、時代のニーズに応えるべく土木試験実習にコンクリート試験を追加する。 

⑤ 道路保守コースの中で、トータルステーションを使った最新の測量技術研修コースを新設する。 

⑥  各研修コースの視聴覚教育で使用する視聴覚機器は、先端技術を駆使したデジタル機器に更新す

る。 
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３）研修計画 

IFEER が新規機材導入後に考えている研修計画を表 3-1 に示す。 

表 3-1 研修計画 
 

研修コース 研修生 
研修コース 回数/ 

年 期間 対象 人数/ 
1 回(人)

年間合計

(人) 
講師陣容 

1.建機運転 3 3 ヶ月 ｵﾍﾟﾚｰﾀ 20 60 ｴﾝｼﾞﾆｱ 1、講師 4、 
講師助手 1 

2.機材整備 3 3 ヶ月 ﾒｶﾆｯｸ 20 60 ｴﾝｼﾞﾆｱ 1、講師 4、 
講師助手 3 

3.機材管理 3 3 ヶ月 課長、主任 10 30 
ｴﾝｼﾞﾆｱ 1、 

講師 8(内外部講師 6) 

4.道路保守 4 2 ヶ月 ﾃｸﾆｼｬﾝ 15 60 
ｴﾝｼﾞﾆｱ 1、 

講師 9(内外部講師 6) 

5. 建機運転（民間） 適時 8 週 ｵﾍﾟﾚｰﾀ 100 100 ｴﾝｼﾞﾆｱ 1、講師 4、 
講師助手 1 

6.機材整備（民間） 適時 8 週 ﾃｸﾆｼｬﾝ 30 30 ｴﾝｼﾞﾆｱ 1、講師 4、 
講師助手 3 

7.第三国研修 1 4 週 ｴﾝｼﾞﾆｱ 20 20 研修内容により随時 

合 計 360  

 

４）必要機材の種類と台数の選定 

基本的な 4 つの研修コースは変更せず、個々の研修内容を近代化し、充実させて時代のニーズに合致

したものとすることに観点を置き機材を選定する。 

新規調達計画機材は前述のとおり大きく分類すると下記の 4 種類となる。 

① 道路建設用機材 

② 教育用機材 

③ 整備工場用機材 

④ 土木試験室用機材 

これら 4 種類の機材のうち①、②、③の機材は相当する類似機材を IFEER に保有しているため、そ

の個々の既存機材と対比させながら研修規模・内容を考慮して機材の種類と台数を選定した。 
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④の土木試験室用機材は基本的コンクリート試験用関連機器と測量用の光波測量機であり、相当する

既存機材はなく、IFEER にとっては初めて導入する機材である。したがって、コンクリート試験用機

器に関しては、コンクリートの基本的な試験実習が実施できる機材の導入を前提条件として機器を選定

した。光波測量機は、最近の道路整備に係る測量には欠かせない機器となっており、研修のニーズも高

いことから新規導入機材として選定した。 

５）機材詳細仕様の設定 

前項で選定した機材に対して、自然条件、現地の特殊事情、機材のグレード、調達事情、研修内容、

使用目的等により機材の詳細仕様を設定し、その結果を表 3-2 から表 3-5 に示す。 
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表 3-2 道路建設用機材の仕様、数量及び使用目的 
使用目的； 
研修コース 

建
機
運
転
ブ
ル
ド
ー
ザ 

建
機
運
転
グ
レ
ー
ダ 

No 機 材 仕 様 数 量

グループ 

建
機
運
転
個
別
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム 

機
材
整
備:

共
通
コ
ー
ス 

道
路
保
守
コ
ー
ス 

1 ブルドーザ 30t、240hp、ｾﾐ SU ﾄﾞｰｻﾞ、 
3 本ﾘｯﾊﾟ付、ROPS/FOPS ｷｬﾌﾞ A/C 2 ○  ○ ○  

2 ホイールローダ 130hp、1.9m3 ﾊﾞｹｯﾄ、12t、 
ROPS/FOPS ｷｬﾌﾞ A/C 2 ○ ○ ○ ○  

3 モータグレーダ 155hp、ｱｰﾃｨｷｭﾚｰﾄ、3.7m ﾌﾞﾚｰﾄﾞ、ｽｶﾘﾌ
ｧｲｱ付、ROPS ｷｬﾌﾞ A/C 2  

○ ○ ○  

4 油圧ショベル； 
クローラ式 

140hp、0.7m3 ﾊﾞｹｯﾄ、20t、A/C ATT；
油圧ﾌﾞﾚｰｶ、形溝掘削ﾊﾞｹｯﾄ、ｸｲｯｸｶﾌﾟﾗ

1 ○ ○ ○ ○  

○ ○ ○ ○
5 油圧ショベル；ホ

イール式 140hp、0.8m3 ﾊﾞｹｯﾄ、20t、A/C 1 
(新設ｶﾘｷｭﾗﾑ) 

 

○ ○ ○ ○

6 バックホー 
ローダ 

95hp、1.0m3F ﾊﾞｹｯﾄ、610mmR ﾊﾞｹｯﾄ、
ROPS ｷｬﾌﾞ A/C、   
ATT；形溝掘削ﾊﾞｹｯﾄ、ﾌｫｰｸ、 

2 
(新設ｶﾘｷｭﾗﾑ) 

 

7 振動ローラ 
7t、80hp、前鉄輪＋後ﾀｲﾔ、ROPS/FOPS
ｷｬﾌﾞ A/C、 
ATT；脱着式ｼｰﾌﾟﾌｰﾄｺﾝﾊﾟｸﾀ 

2 ○ ○ ○ ○
 

8 ダンプトラック 8m3、6x4、240hp、ﾀｺｸﾞﾗﾌ、A/C, 2 ○ ○ ○ ○  

○ ○ ○
9 道路維持 

管理車 
200hp、3m3 ｱｽﾌｧﾙﾄ、2m3砂利、 
作業員 4 人乗り、 2   

(新設ｶﾘｷｭﾗﾑ)
○ ○ ○ ○

10 トラック 
トレーラ 

30t、320hp、8mLx2.5mW、 
ﾌﾗｯﾄﾛｰﾍﾞｯﾄﾞ、A/C 1 

トレーラ積込み 
実習 

 

11 給油脂車 240hp、6x4、2.8m3燃料ﾀﾝｸ、 
1m3水ﾀﾝｸ、ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻ、A/C 1 現場実習時のサポート

(給油脂実習も行う) 

12 小型トラック 4x4、70hp、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ、6 人ｼｰﾄ、  
ﾊｰﾄﾞﾙｰﾌｶｰｺﾞ、ABR、A/C 2 

現場の実習・見学のため
の研修生輸送及び資機
材・工具運搬 

13 ミニバス 120hp、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ、 
固定ｼｰﾄ 30 人以上、A/C 1 現場の実習または見学

のための研修生輸送 

14 フォークリフト 2t、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 1 
  

○ ○  

 注) 建機運転ブルドーザグループコース：ブルドーザを中心とした運転研修コース 
 建機運転グレーダグループコース ：グレーダを中心とした運転研修コース 
 建機運転個別カリキュラム    ：単一機材の運転研修カリキュラム 
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表 3-3 教育用機材の仕様、数量及び使用目的 

No. 機 材 仕 様 数 量 使用対象研修 

1 デジタルビデオカメラ 
光学 12 倍ｽﾞｰﾑ、

2M ﾋﾟｸｾﾙ 
2 全ての研修コースで共用 

2 データプロジェクタ 
2,000 lm、   

XGA にリアル対応、
4 全ての研修コース教室で共用。研

修6教室中同時最大４教室で使用

3 デジタルカメラ ｽﾞｰﾑ、5M ﾋﾟｸｾﾙ 2 全ての研修コースで共用 

コンピュータ： 

ラップトップ 

          

 

Pentium4,  

1.6 GHrz、40 GB,

15”TFT 

2 
 

全ての研修コースで共用 

4 

   デスクトップ 
Pentium4,  

3.0 GHrz、80 GB,

17”TFT 
4 機材管理教室で使用 

5 レーザープリンタ 
A4-19 ppm,  

1200x1200 dpi  
4 4 研修コース各講師グループ室で

使用 

6 カラーレーザープリンタ 
A4-16 ppm 

600x600 dpi 
1 全ての研修コースで共用 

7 スキャナ 
光学解像度 

4,800 dpi 
2 

1 台-全ての研修コースで共用 

1台-機材管理教室で使用 

8 レーザーコピー 

A3/A4 、 解 像 度

600x600 dpi 

連続コピー 

1 全ての研修コースで共用 

9 カラーレーザーコピー 

A3/A4 、 解 像 度

600x600 dpi 

連続コピー 

1 全ての研修コースで共用 
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表 3-4 整備工場用機材の仕様、数量及び使用目的 

使用目的；研修コース 

機
材
整
備 No 機 材 仕 様 数 量

機
材
整
備
エ
ン
ジ
ン 

機
材
整
備
シ
ャ
ー
シ 

機
材
整
備
電
気 

ト
ラ
ン
ス 

ミ
ッ
シ
ョ
ン 

機
材
整
備
油
圧 

機
材
管
理 

1 インジェクタ 
テストスタンド 

0-400Mpa, 7 ltr 1 ○      

2 エンジン診断用圧力計

セット(4 点) 
1,000mm/Aq, 7Mpa, 
0.1～-0.1Mpa,  -635mm 1 ○     ○

3 油圧回路診断用 
圧力計セット 

2.5, 6, 40, 60 Mpa 1  ○  ○ ○ ○

4 デジタルマルチ 
メータ (2 点セット) 

3-750V&300m-1,000V,  
250V/50ＭΩ 1 ○ ○ ○   ○

5 タコメータ 
(2 点セット) 

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ, 0.2～25,000rpm,  
10～30,000rpm 

2 ○ ○ ○ ○  ○

6 インジェクション 
洗浄器 ﾌﾞﾗｽﾜｲﾔ等のｾｯﾄ 6 ○      

7 
インジェクション配管

用コンビネーション 
レンチ 

17x236mm, 19x240mm 
（2 点ｾｯﾄ） 

2 ○      

8 
油圧ホース用コンビネ

ーションレンチ 
(4 点セット) 

11x12, 10x14, 10x12, 14x17 2  ○  ○ ○  

9 ブレーキばね用 
プライヤ 

330-515-666mm 
（3 点ｾｯﾄ） 

1  ○     

10 温度計(2 点セット) -50～1,300℃ﾃﾞｼﾞﾀﾙ 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 溶断トーチ 3～100mm 厚 1  ○     
12 溶接トーチ 7～30mm 1  ○     

13 油圧ホースかしめ機 
3/8, 1/2, 5/8, 3/4, 1, 1-1/4, 1-1/2, 
2 ｲﾝﾁ 1  ○  ○ ○  

14 発電機 10KVA, AC380V 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 17hp 

1 ○ ○ ○  ○  

15 吊ケーブル 
(25 点セット) 

1.81t(6mm) ～16.2t(18mm) 4 ○ ○  ○ ○  

16 吊チェーン 
(2 点セット) 

2 本ﾀｲﾌﾟ；20t  
4 本ﾀｲﾌﾟ；12.5t 

8 ○ ○     

17 タイヤ分解機 16-26 ｲﾝﾁﾘﾑ、1,500mm ﾀｲﾔ 1  ○     
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表 3-5 土木試験室用機材の仕様、数量及び使用目的 

No 機 材 仕 様 機 能 台

数
使用目的 

1 
コンクリート 
圧縮試験機 

100t、0-100mm ｽﾄﾛｰｸ、

0.75kw ﾓｰﾀ、 
4 点曲げ装置付き  

ｺﾝｸﾘｰﾄ試験片の 
圧縮及び曲げ試験 1 

ｺﾝｸﾘｰﾄの特性(強度) 
試験実習 

2 スランプ試験機 ISO 4109 未固ｺﾝｸﾘｰﾄの 
ｽﾗﾝﾌﾟ試験 2 

ｺﾝｸﾘｰﾄの特性(ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ) 
試験実習 

3 
コンクリート 
フロー試験機 

ISO 9812、 
30 ｲﾝﾁﾃｰﾌﾞﾙ 

未固ｺﾝｸﾘｰﾄの 
ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ測定 1 

ｺﾝｸﾘｰﾄの特性(ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ) 
試験実習 

4 
コンクリート 
プラストメータ ﾊﾝﾄﾞﾒｰﾀ付き 

未固ｺﾝｸﾘｰﾄのｺﾝｼｽﾃ

ﾝｼｰ測定(ｽﾗﾝﾌﾟ試験

と同値となる) 
2 

ｺﾝｸﾘｰﾄの特性(ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ) 
試験実習 

5 
コンクリート 
ワーカビリティ 
メータ 

800x400x400mm 
未固ｺﾝｸﾘｰﾄのｺﾝｼｽﾃ

ﾝｼｰによる打込み易

さ試験 
2 

ｺﾝｸﾘｰﾄの打込み易さ 
(ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ)試験実習 

6 ジョイセル機器 Φ14xH22cm ｺﾝｸﾘｰﾄ配合成分比

測定 2 
ｺﾝｸﾘｰﾄの特性(配合) 
試験実習 

7 コンクリートミキサ 56 ltr min 
2.2kw 

試験片用ｺﾝｸﾘｰﾄ製

造機 2 各種ｺﾝｸﾘｰﾄ試験片製作実習

8 円筒型枠 Φ16xH32cm 試験片製作 20 ｺﾝｸﾘｰﾄ試験片製作実習 

9 立法型枠 15x15cm  試験片製作 20 ｺﾝｸﾘｰﾄ試験片製作実習 

10 角柱型枠 15x15x60cm 試験片製作 20 ｺﾝｸﾘｰﾄ試験片製作実習 

11 
テ－ブル 
バイブレータ 

60x40cm, 200W, 
振幅 1.5mm 

圧縮/曲げ試験用試

験片製作 1 ｺﾝｸﾘｰﾄ試験片製作実習 

12 恒温水槽 
20℃恒温水槽、1500W
1030x1030x480mm 
1500x750x750mm 

圧縮/曲げ試験用特

性試験片製作 2 ｺﾝｸﾘｰﾄ試験片製作実習 

13 セメントミキサ 5 ltr, 139-285-591 rpm モルタル製作 2 モルタル製作デモ 

14 光波測量機 標準ﾀｲﾌﾟ 地形測量 5 
新設光波測量機研修 
カリキュラム 
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６）機材の配置計画 

調達計画機材は、すべて IFEER の敷地内に配置することになるが、配置場所の詳細計画を表 3-6 に

示す。 

 
表 3-6 機材の配置計画 

 

No. 機 材 台数 配置場所 

1．道路建設機材 

1 ブルドーザ 2 

2 ホイールローダ 2 

3 モータグレーダ 2 

4 油圧ショベル 2 

5 バックホーローダ 2 

6 振動ローラ 2 

7 ダンプトラック 2 

8 道路維持管理車 2 

9 トラック・トレーラ 1 

10 給油脂車 1 

「モ」国側で機材納入までに新規建設
する格納庫で保管 

格納庫：40m x 8m = 320m
2
 

付属施設(洗車場)：10m x 8m = 80m
2
 

11 小型トラック 2 正面玄関前駐車場 

12 ミニバス 1 上記格納庫 

13 フォークリフト 1 整備工場内車両修理工場 

2．教育用機材 

1 デジタルビデオカメラ 2 課長室で集中管理 

2 データプロジェクタ 4 座学教室 6教室で共有 

3 デジタルカメラ 2 課長室で集中管理 

2 課長室で集中管理 
4 

コンピュータ：ラップトップ  

デスクトップ 4 機材管理教室 

5 レーザープリンタ 4 4 つの研修コースの講師室に各 1台 

6 カラーレーザープリンタ 1 所長室で集中管理 

7 スキャナ 2 1－図書室、1-機材管理教室 

8 レーザーコピー 1 いずれかの講師室で集中管理 

9 カラーレーザーコピー 1 コピー専用室で集中管理 
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No. 機 材 台数 配置場所 

3．整備工場用機材 

1 インジェクタテストスタンド 1 整備工場内燃料供給システム修理工場

2 エンジン診断用圧力計セット 1 整備工場内エンジン修理工場 

3 油圧回路診断用圧力計セット 1 整備工場内車両修理工場 

4 デジタルマルチメータ 1 整備工場内電装品修理工場 

5 タコメータ 4 整備工場内エンジン修理工場 

6 インジェクション洗浄器 6 整備工場内燃料供給装置修理工場 

7 
インジェクション配管用 
コンビネーションレンチ 

2 整備工場内エンジン修理工場 

8 
油圧ホース用 
コンビネーションレンチ 

2 整備工場内車両修理工場 

9 ブレーキばね用プライヤ 1 整備工場内車両修理工場 

10 温度計 4 整備工場内エンジン修理工場 

11 溶断トーチ 1 整備工場内板金溶接工場 

12 溶接トーチ 1 整備工場内板金溶接工場 

13 油圧ホースかしめ機 1 整備工場内車両修理工場 

14 発電機 1 整備工場内 

15 吊ケーブル 4 整備工場内車両修理工場 

16 吊チェーン 8 整備工場内車両修理工場 

17 タイヤ分解機 1 整備工場内タイヤ整備室 

4.土木試験室用機材 

1 コンクリート圧縮試験機 1 

2 スランプ試験機 2 

3 コンクリートフロー試験機 1 

4 コンクリートプラストメータ 2 

5 コンクリートワーカビリティ 
メータ 

2 

6 ジョイセル機器 2 

7 コンクリートミキサ 2 

8 円筒型枠 20 

9 立法型枠 20 

10 角柱型枠 20 

11 テ-ブルバイブレータ 1 

12 恒温水槽 2 

13 セメントミキサ 2 

「モ」国側で機材納入までに新規建設
するコンクリート試験室棟 

試験室棟：5m x 7m = 35m
2
 

14 光波測量機 5 土木試験土質試験室で保管 
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７）機材計画 

上記計画策定結果に基づき策定した機材計画をまとめて表 3-7 に示す。 

 

表 3-7 機材計画 
使用目的；研修コース

数 量 
No 機 材 主 仕 様 機 能 

要請 
(ﾐﾆｯﾂ) 

計画 

建
機
運
転 

機
材
整
備 

機
材
管
理 

道
路
保
守 

1．道路建設機材 
1 ブルドーザ 30t、240hp 掘削、排土 2 2 〇 〇   

2 ホイールローダ 1.9m3、130hp 掘削、積込 2 2 〇 〇   

3 モータグレーダ 155hp、3.7m 掘削、均し 2 2 〇 〇   

4 油圧ショベル 0.7/0.8m3,140hp 掘削、積込 2 2 〇 〇   

5 バックホーローダ 95hp、1.0m3 掘削、積込 2 2 〇 〇   

6 振動ローラ 7t、80hp 締固め 2 2 〇 〇   

7 ダンプトラック 8m3、240hp 土砂運搬 2 2 〇 〇   

8 道路維持管理車 3m3-2m3、200hp 道路修理 2 2 〇 〇  〇

9 トラック・トレーラ 30t 機材運搬 1 1 〇 〇   

10 給油脂車 240hp、6x4 現場給油脂 1 1 〇 〇  〇

11 小型トラック 4x4、6 人 人資材運搬 2 2 〇 〇  〇

12 ミニバス 120hp、30 人 人員輸送 1 1 〇 〇  〇

13 フォークリフト 2t、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 機材移動 1 1 〇 〇 〇  

2．教育用機材 

1 
デジタルビデオ 

カメラ 
光学 12倍ｽﾞｰﾑ 記録撮影 2 2 〇 〇 〇 〇

2 
データプロジェク

タ 2,000 lm 視聴覚教育 4 4 〇 〇 〇 〇

3 デジタルカメラ ｽﾞｰﾑ、5M ﾋﾟｸｾﾙ 記録撮影 2 2 〇 〇 〇 〇

4 コンピュータ Pentium 4 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ実習 6 6 〇 〇 〇 〇

5 
レーザー 

プリンタ 
A4-19 ppm 教材作成 4 4 〇 〇 〇 〇

6 
カラーレザー 

プリンタ 
A4-16 ppm 教材作成 1 1 〇 〇 〇 〇

7 スキャナ 解像度 4,800dpi ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ実習 2 2 〇 〇 〇 〇
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使用目的；研修コース

数 量 
No 機 材 主 仕 様 機 能 

要請 
(ﾐﾆｯﾂ) 

計画 

建
機
運
転 

機
材
整
備 

機
材
管
理 

道
路
保
守 

8 レーザーコピー A3/A4600x600dpi 教材作成 1 1 〇 〇 〇 〇

9 
カラーレーザー 

コピー 
A3/A4600x600dpi 教材作成 1 1 〇 〇 〇 〇

3．整備工場用機材 

1 インジェクタ 
テストスタンド 

0-400Mpa, 7 ltr ﾉｽﾞﾙ試験 1 1  〇   

2 エンジン診断用圧力計 
セット 2.5, 6, 40, 60 Mpa 圧力測定 1 1 〇 〇 〇  

3 油圧回路診断用圧力計 
セット 0.1～-0.1Mpa 油圧測定 1 1 〇 〇 〇  

4 デジタルマルチ 
メータ 

3-750V&300m-1,000V 電流電圧測定 1 1  〇   

5 タコメータ ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ 回転数測定 4 4  〇   

6 インジェクション 
洗浄器 ﾌﾞﾗｽﾜｲﾔ ﾎﾟﾝﾌﾟ洗浄 6 6  〇   

7 インジェクション配管用 
コンビレンチ 17＆19mm 管取付取外 2 2  〇   

8 油圧ホース用 
コンビレンチ 11x12～14x17 ﾎｰｽ取付取外 2 2  〇   

9 ブレーキばね用 
プライヤ 

330-515-666mm ばね取付取外 1 1  〇   

10 温度計（2 点ｾｯﾄ） -50～1,300℃ 温度測定 4 4  〇   

11 溶断トーチ 3-100mm 厚 ガス切断 1 1  〇   

12 溶接トーチ 7-30mm ガス溶接 1 1  〇   

13 油圧ホースかしめ機 3/8～2 ｲﾝﾁ ホース製作 1 1  〇   

14 発電機 10KVA, AC380V  電源 1 1  〇   

15 吊ケーブル 1.81t～16.2t ｸﾚｰﾝ吊上げ 4 4  〇   

16 吊チェーン 20t＆12.5t ｸﾚｰﾝ吊上げ 8 8  〇   

17 タイヤ分解機 16-26 ｲﾝﾁﾘﾑ 大型ﾀｲﾔ分解 1 1  〇   

4．土木試験室用機材 

1 コンクリート 
圧縮試験機 100t 曲げ装置付 圧縮曲試験 1 1    〇

2 スランプ試験機 ISO 4109 ｽﾗﾝﾌﾟ試験 2 2    〇
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使用目的；研修コース

数 量 
No 機 材 主 仕 様 機 能 

要請 
(ﾐﾆｯﾂ) 

計画 

建
機
運
転 

機
材
整
備 

機
材
管
理 

道
路
保
守 

3 コンクリート 
フロー試験機 ISO 9812、30 ｲﾝﾁ ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ測定 1 1    〇

4 コンクリート 
プラストメータ ﾊﾝﾄﾞﾙ、ﾒｰﾀ付き ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ測定 2 2    〇

5 コンクリートワー

カビリティメータ 電動ﾓｰﾀ駆動 打込易さ試験 2 2    〇

6 ジョイセル機器 Φ14 x H22cm 成分比測定 2 2    〇

7 コンクリート 
ミキサ 

50 ltr min 試験片製造 2 2    〇

8 円筒型枠 Φ16 x H32cm 試験片製作 20 20    〇

9 立法型枠 15 x 15 x15cm  試験片製作 20 20    〇

10 角柱型枠 15 x 15 x 60cm 試験片製作 20 20    〇

11 テーブルバイブ 
レータ 

60 x 40cm 試験片製作 1 1    〇

12 恒温水槽 20℃恒温水槽 試験片製作 2 2    〇

13 セメントミキサ 5 ltr モルタル製作 2 2    〇

14 光波測量機 3,000m 測量 5 5    〇
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３－２－３ 基本設計図 

 

「モ」国側は、自己負担で機材到着までに道路建設用機材の保管場所として、IFEER 敷地内の既存

格納庫と類似の格納庫及び洗車場を同敷地内の空地に建設する計画である。また、土木試験室用とし

てコンクリート試験関連機器納入に備え、コンクリート試験機器専用の試験室も建設する計画である。

建設費については既に設備交通省の 2005 年の予算で確保することで省内の合意を得ている。建設を計

画している建屋の想定レイアウトを下図に示す。機材内容の最終決定後、即座にその規模に合わせ設

計に着手し、2005 年 12 月末までに完成させることを合意済みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

    

出典：IFEER 
    図 3-2  IFEER 内に建設予定の格納庫、洗車場とコンクリート試験室 

                                      

 

研修棟 
教室 
講師室 

 

整備訓練工場

既存機材格納庫 

訓
練
生
宿
舎
・
食
堂 

職員宿舎 

既存土木試験室 

建設予定ｺﾝｸﾘｰﾄ試験室 

（7mx5m=35 m2）

建設予定機材格納庫 

(8mx40m=320m2) 

正面玄関

建設予定洗車場 

（10mx8m=80 m2） 
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３－２－４ 調達計画 

３－２－４－１ 調達方針 

（１）事業実施主体 

本計画が日本国政府の無償資金協力により実施される場合、実施組織の全体的な関係を図 3-3 に示す。 

 

 

独立行政法人 
国際協力機構 

日本国政府 

実施機関 
（設備交通省・道路局） 

モロッコ国政府 

日本のコンサルタント会社 

・実施設計 
・入札図書作成 
・機材調達監理 
・検収・運転指導監理 

日本の納入業者 

・機材調達 
・輸送・納入 
・組立・運転整備指導 

交換公文 

機材調達監理

・各契約書の認証 コンサルタント契約

機材調達契約 

 
 

図 3-3 事業実施関連図 

 

「モ」国側の本計画実施担当機関は、設備交通省道路局であり、最高責任者は、道路局長である。ま

た、実務を担当するのは、その下部組織の IFEER 所長及び各研修コース課長である。無償資金協力の

システムに従い、実施設計及び調達監理は日本のコンサルタントが担当し、本計画機材の調達について

は日本法人の納入業者が主契約者となる。 

（２）コンサルタント 

Ｅ／Ｎ締結後、設備交通省道路局は日本のコンサルタントとの間で契約（コンサルタント契約）を締

結する。設備交通省道路局と契約したコンサルタントは、本計画機材の実施設計、入札図書作成、入札

指導、調達監理、性能確認、検収等のエンジニアリングサービスを行い、本計画機材の引渡し完了まで

責任を負う。 

（３）機材納入業者 

一般競争入札により、要求された品質について審査に合格し、落札した納入業者は、設備交通省道路

局との間で本計画機材の納入に関し契約を結ぶ。納入業者は、契約に決められた納期内に、設備交通省

道路局が要求する機材の納入、初期運転・整備指導を行う。 
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３－２－４－２ 調達上の留意事項 

道路局にとって、日本の無償資金協力による機材調達は 1993 年度「道路保守建設機械訓練センター

機材整備計画」及び 2001 年度の「地方村落道路整備機材整備計画」で経験があり、無償資金協力の仕

組みにも馴染みが深い。しかし実務担当部門は IFEER であり、今回の実務担当者たちにとっては久し

ぶりまたは初めての経験となるため、各実施段階で手順等について IFEER 側に十分説明・協議を行い、

遅れや抜けのないようにする必要がある。 

日本から調達される機材は海上輸送で「モ」国カサブランカ港まで運搬され、港渡しで「モ」国側に

引渡される。機材納入業者は、海上輸送、陸揚げ中に起こり得る破損、盗難等による瑕疵責任につい

て、「モ」国側との間で問題が生じないよう措置をとる必要がある。 

 

３－２－４－３ 調達区分 

カサブランカ港までの海上輸送費と荷降ろし費用を含む機材調達コストは、日本側負担である。機材

引渡し後の機材の輸入に係る免税措置、港湾内で発生する諸費用、集荷検収を行う道路交通局のカサ

ブランカ港－IFEER(スキラット)間の国内輸送費、再組立諸費用等、一切の費用はすべて「モ」国側の

負担である。 

 

３－２－４－４ 調達監理計画 

（１）調達監理の基本方針 

本計画を日本国政府の無償資金協力で実施する場合、実施設計及び調達監理を遂行するに当っては、

特に以下の事項に留意して、調達監理の経験豊富な担当者を配した実施体制をつくる。 

1. 業務実施の策定に至る背景 

2. 基本設計調査報告書 

3. 無償資金協力の仕組み 

4. 二国間で締結された交換公文書 

 

以上を踏まえ、実施設計、調達監理業務の内容、担当、留意点についての概要を示す。 

（２）業務内容 

Ｅ／Ｎ締結後、Ｅ／Ｎに示された業務範囲において、コンサルタントは、本プロジェクトの実施機関

との間でコンサルタント契約を結ぶ。その業務の内容は、概略以下のようになる。 
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１） 実施設計業務 

コンサルタント契約(現地)、認証(日本) 

A/P 発行業務の推進(現地) 

計画内容最終確認及び入札図書の作成・協議(現地・日本) 

入札図書に対する「モ」国側の承認取得(現地) 

入札公示及び入札図書の配布(日本) 

入札の実施、入札結果の評価及び報告、承認(日本) 

業者契約立合い(日本)、認証(日本) 

「モ」国側負担事項の確認(現地／日本) 

 

２） 機材調達監理業務 

調達発注書の発行確認 

調達状況の確認 

工場出荷前検査／船積前検査 

進捗状況報告 

現地引渡検査 

完了届の作成 

 

３） 機材運転整備指導 

調達機材について、コンサルタント技術者の指導下で納入メーカの機械技術者により現地組

立指導、初期運転指導、機材の故障予防整備・維持管理整備に関する指導を実施する。 

（３）業務上の留意点 

１） 基本設計調査段階で明らかにされた機材調達条件に変更がないか確認する。 

２） 無償資金協力の機材案件としての目的に沿うべく、計画内容最終確認時に「モ」国側と十分

な打合せを行い、詳細設計を含めた入札図書として、「モ」国側の承認を得る。 

 

３－２－４－５ 機材調達計画 

以下の 3 つのグループに分類して調達計画を立てる。 

1. 道路建設用機材、建設車両 

2. 教育用機材 

3. 整備工場用機材、土木試験室用機材 
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（１）道路建設用機材、建設車両について 

「モ」国で通常使用されている道路建設用機材、建設車両とも日本製品が広く普及しており、かつ、

性能、品質、サービス性の面において日本製品は高い評価を得ている。このことから「モ」国のオペレ

ータやメカニックは日本製品に慣れていることもあり、IFEER は日本製品の調達を希望している。また、

日本製品の品質、性能、導入後のサービス体制、部品補給体制を現地で調査した結果、表 3-8 に示すよ

うに問題ないことが判明した。さらに 2001 年度に日本の無償資金協力「地方村落道路機材整備計画」

で調達された機材は全て良好な状態で有効に活用されていることから、道路局は日本製品の機材維持管

理能力を充分に持ち合わせている。 

表 3-8 主要現地代理店のアフターサービス体制 
  代理店 
 
項目 

Stokvis Tractafric Bennes Marrel 
Maroc 

AOUTO HALL 
(Group) 

BERLIET 
MAROC 

創立年 1950 1992 1947 1920 1958 
本拠地 カサブランカ カサブランカ カサブランカ カサブランカ カサブランカ 
主業務形態 建設機械、農業

機械の販売・ 
サービス 

建設機械の 
販売・サービス

特殊車両架設の

販売・サービス

トラック製造 
(ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ)・販

売・サービス 

トラック製造 
(ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ)・販

売・サービス 
主な取り扱い製

品メーカ 
コマツ、 
ダイナパック、 
(サカイ) 

CAT、 
Hyster 

特殊車両 
(ダンプ､トレー

ラ、道路維持管

理車両) 

三菱 Renault、 
KIA、 
(いすゞ) 

従業員数 
(サービス･ 
メカニック 
人数) 

100(25) 142(70) 120(10) 
全社:620 

ﾄﾗｯｸ部門:140 
(70) 

全社:580 
ﾄﾗｯｸ部門:206 

(14) 

国内他支店 /拠
点数 

2 4 1 15 20 

ｻｰﾋﾞｽ工場面積

㎡ 
450 1,800 5,000 4,800 1,000 

(15 ベイ) 
サービストラッ

ク台数 
8 15 2 24 20 

アフターサービ

ス対象機材台数 
350 5,500 32,000 20,000 6,000 

補給部品供給シ

ステム 
通常/緊急 

15 日/ 
72～96 時間 

24～72 時間 48 時間 1～3 ｹ月/ 
1 週間 

1 週間 

在庫部品： 
千 US$ 
(アイテム数) 

700 
(12,000) 

3,500 
(25,000) 450 2,000 

(8,000) 
1,500 

(25,000) 

備考 

無償供与機材の

サカイ製品もサ

ービスしてい

る。ISO9001 取

得 

レンタル兼業 トラックシャー

シはあらゆる自

動車メーカから

調達 

三菱トラックに

重点を置く 
Renault トラッ

クに重点を置く

アフターサービ

ス体制の適否 
適合 適合 適合 適合 適合 
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道路建設用機材及び建設車両は基本的に日本製品とし、調達先は日本ないし「モ」国とする。ただし、

日本で製造されていないバックホーローダ、製造メーカが少ないブルドーザ、ホイールローダ、振動ロ

ーラ、モーターグレーダ、油圧ショベルは、第三国製品の調達を含めるものとする。「モ」国特有の道

路維持管理車とローフラットベッドトレーラについては、「モ」国製品の調達も含める。 

表 3－9 道路建設用機材、建設車両の調達先(案) 

No 原産国 

 

機 材 台数
日本/ 

モロッコ 

第三国 

製品 

第三国製品 

調達可能性 

の理由 

1 ブルドーザ 2 日本 DAC 加盟国
日本製品が 

少ないため 

2 ホイールローダ 2 日本 DAC 加盟国
日本製品が 

少ないため 

3 モーターグレーダ 2 日本 DAC 加盟国
日本製品が 

少ないため 

4 
油圧ショベル 

(クローラ式) 
1 日本 DAC 加盟国

日本製品が 

少ないため 

5 
油圧ショベル 

(ホイール式) 
1 日本 DAC 加盟国

日本製品が 

少ないため 

6 バックホーローダ 2 - DAC 加盟国 日本製品がないため

7 振動ローラ 2 日本 DAC 加盟国
日本製品が 

少ないため 

8 ダンプトラック 2 日本   

9 道路維持管理車 2 日本/ 

モロッコ 
 

 

10 
ローフラットベッド 

トレーラ 
1 

日本/ 

モロッコ 
 

 

11 給油脂車 1 日本  
 

12 小型トラック 2 日本 
ASEAN 

加盟国 

日本製品が 

少ないため 

13 ミニバス 1 日本  
 

14 フォークリフト 1 日本  
 

 

（２）教育用機材について 

教育用機材については、基本的に日本メーカー製品(原産国は東南アジア諸国等)を調達するが、「モ」

国においても調達可能であり、納期及びアフターサービスも問題ないことから「モ」国調達(原産国は

東南アジア諸国等)を含めることとする。 
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（３）整備工場用機材、土木試験室用機材について 

整備工場用機材、土木試験室用機材については、精度・耐久性能及び早期調達の点で納期に信頼性が

高いこと、前回調達された機材は全て日本からの調達であり、今回はそれら機材との整合性、統一性を

考慮し、基本的に日本製品とする。但し、土木試験室用機材のコンクリートワーカビリィティメータ及

びジョイセル機器はフランス規格機材のため、フランス製品の調達も含める。 

（４）道路建設用機材、建設車両のスペアーパーツ 

初期 1,000 時間相当(２年間)の間に交換を必要とする下記定期整備用部品、短期消耗部品を中心に必

要最小限の数量のスペアパーツを同時に調達し、供与機材の休車時間逓減を図る。 

定期整備部品：燃料フィルタ、エンジンオイルフィルタ、エアークリーナエレメント、油圧フィルタ、

Ｖベルト、ガスケットキット、シールキット、O リングキット、ブレーキライニング 

短期消耗部品：ブレードカッティングエッジ、エンドビット、バケットツース、リッパポイント 

 

３－２－４－６ 実施工程 

本プロジェクトの業務実施工程は、我が国の無償資金協力に基づき概ね図 3-4 のとおりである。 

 

実施設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

調達・配備 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

(0.5 ヶ月) 

計画確認 

合計4.5ヶ月

(4.0 ヶ月) 

実施設計 

(6.0 ヶ月) 

合計8.5ヶ月

機材調達・検査

(1.0 ヶ月) 

海上輸送

(0.5 ヶ月) 

国内輸送 

(1.0 ヶ月）

月）域月)

納入検収・再組 
運転整備指導 

月数 

 
 

図３-４ 実施工程図 
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３－３ 相手国側分担事業の概要 

本計画が無償資金協力として実施される場合の「モ」国側負担（担当）事項は以下のとおりである。 

（１）銀行取極め(B/A)に基づく、日本の銀行に対する手数料の支払い 

（２）本計画に係る調達機材の、カサブランカ港での関税、輸入税等の免税措置及び IFEER までの速

やかな輸送 

（３）本計画に係わる日本国民が、業務遂行のため「モ」国へ入国・滞在することに係る便宜供与 

（４）本計画に係わる供給、業務に関して、日本国民に対する関税、国内税、その他の課徴金の免除 

（５）本計画で調達される機材の適正かつ効果的な使用及び維持管理 

（６）本計画の無償資金協力として日本側が負担する以外のすべての費用負担 

調達機材の適正かつ効果的な運営及び維持管理の一環として建機格納庫、洗車場及びコンクリート試

験室を機材引渡し前の 2005 年 12 月までに建設する。その概要は表 3-10 のとおり。 

表 3-10 相手国側で建設する建屋の概要 

名 称 規 模 

建機格納庫 320m2 (40m X 8m) 

洗車場 80m2 (10m X 8m) 

コンクリート試験室 35m2 (7m X 5m) 

合 計 435m2 

 

３－４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

（１）機材の維持管理体制 

機材の維持管理に関しては現保有機材の台数が少ないこともあり、手作業で維持管理を行っている

が、研修施設であることもあり、維持管理体制は下記のとおり整備されており、新規機材も適切に維持

管理される体制にある。 

１）道路建設機材 

(a)整備工場 

機材整備研修コース実習場として IFEER 敷地内に整備工場があり、車両、エンジン、電装品、

油圧装置、板金溶接、工作機械各工場をはじめあらゆる整備が実施できる設備が準備されてい

る。メカニック、電気工、溶接工等の専任工はいないが研修講師がおり、研修生の指導を兼ね

て機材の整備を行っている。 

(b)日常点検･定期整備・修理作業 

日常点検は、研修の一環として講師の指導の下、日常点検表に従って研修生が実施し、稼働

時間、燃料消費量及び油脂消費量を日常点検記録表に記載し記録している。また不具合の兆候
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があれば、状況を日常点検記録表に記載し、記録している。定期整備も研修の一環として、日

常点検表をもとに、各機材の状態を把握し、定期整備に間に合うように必要な定期整備用部品

を準備し、整備内容及び日程を決め実施する。修理については、これまで大きな故障は発生し

ておらず、大きな修理は行ってない。しかし、機材運転コースや機材整備コース研修の中での

各種点検で異常が発見された場合、実習を兼ねて修理を行うか、研修に支障をきたさないよう

専任講師等が実施する体制をとっている。 

(c)スペアパーツの管理 

スペアパーツの管理はメーカー名、品番、部品名、在庫数、在庫場所等をカードシステムで

管理している。スペアパーツは無償資金協力の一部として当初納入されたアイテムが大部分残

っており、新規調達の必要性はあまりない。しかし、定期整備用交換部品及び交換を必要とす

る消耗部品等については、その都度、国内代理店から調達することとしている。 

２）機械整備用機材 

主として研修用に使用されるため、非常に丁寧に扱われており、破損や紛失は少ない。まれ

に突発的な故障があるが、この場合は、専任講師が修理するか、修理困難な場合は外注専門業

者に依頼する。 

３）土木試験室機材 

試験室の機材は、使用目的の内容から特に乱暴な取り扱いをしない限り、故障は発生しない

し、これまでもそのような事故は起きてない。ただし、試験機の性質上、定期的なキャリブレ

ーションが必要であるが、土木試験室の専任講師が実施しているため、試験機器はすべて良好

な状態である。 

４）教育用機材 

教育用機材は、全ての研修コースで共用されるため不特定多数の人が使用することになり、

故障発生の遠因となっているが、機材類は集中管理され、決められた場所で保管されている。

例えばコピー機等はコード番号を入力しなければ使用できないシステムをとっている。 

（２）人員計画 

調達機材の運営、維持管理は IFEER が行う。その人員構成を表 3-11 に示す。研修用の機材であるこ

とから、機材の種類、数量が変更されても人員の人数、構成は変更なく現在のままで運営、維持管理

は問題なく行われると考えられ、IFEER の人員計画は現状を維持する。 

IFEER の講師陣の技術レベルは機材の維持管理を行うに十分なレベルにあるが、電子制御機器搭載

化等最新技術の織込まれた機材の研修指導を行うためには、カウンターパート研修や短期専門家派遣

等によるレベルアップが必要である。 
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表 3-11  IFEER の人員構成 
単位：人 

職 種 建機運転 機材整備 機材管理 道路保守 合計 

所長 1 1 

エンジニア（課長） 1 1 1 1 4 

専任講師 4 4 2 3 13 

講師助手 1 3   4 

 
講 

 
師 

小 計 6 8 3 4 ― 

総務・経理・その他 10 10 

合 計 32 

出典：IFEER 
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３－５ プロジェクトの概算事業費 

３－５－１ 協力対象事業の概算事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は 400 百万円となり、先に述べた日本と「モ」

国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記（４）に示す積算条件によれば、次のとおりと見積

もられる。 

（１）概算総事業費    約 400 百万円(内訳：日本側負担 381 百万円、「モ」国側負担 19 百万円) 

この概算総事業費は暫定値であり、日本政府により無償資金協力として承認するためさらに精査さ

れる。なお、この概算事業費は即交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

（２）日本側負担経費 

費目 概算事業費（百万円） 

機材調達費 352

実施設計費、調達監理費 29

合  計 381

     

（３）「モ」国側負担事業費 

費目 概算事業費(百万円) 

建機格納庫等建設費 19

 

 

（４）積算条件 

１） 積算時点 ： 2004 年 8 月 

２）為替交換レート ： 1US$ ＝ 109.99 円 

  1 ﾃﾞｨﾗﾊﾑ（DH）＝ 12.08 円 

３）調達期間 ： 実施設計, 機材調達の期間は、実施工程図に示したとおり約 13 月で

ある。 

４）その他 ： 本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い実施されるもの

とする。 
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３－５－２ 運営・維持管理費 

各種機材導入後、最も運営維持管理費を要する機材は道路建設機材である。教育用機材、整備工場用

機材及び土木試験室用機材の一部は、使用時又は運転時に動力源（電気）、資材（用紙、試験片用材

料等）等を要するが、大きな経費とはならない。道路建設機材の稼働に直接必要とされる燃料・オイ

ル費用の見積り及び維持修理費用の見積りを表 3-11、表 3-12 に示す。年間の運営・維持管理費として、

燃料・オイル費用は 47 万ﾃﾞｨﾗﾊﾑ（580 万円）、維持修理費用は 29 万ﾃﾞｨﾗﾊﾑ（360 万円）と見積もられ

る。 

現在 IFEER は年間約 34 万ﾃﾞｨﾗﾊﾑの機材燃料費を計上しているが、本プロジェクトによる調達機材は

１クラス大きな機材であること、機種が若干増えることで燃料費は約 47 万ﾃﾞｨﾗﾊﾑと推計され、現状よ

り約 13 万ﾃﾞｨﾗﾊﾑ増加する。この増加分は全体支出の 4％増相当であるが研修の収入増等でカバー出来

る範囲と考えられ、運営・維持管理費は問題なく対応できると判断される。なお、維持修理費につい

ては、そのうち約 50%、15 万ﾃﾞｨﾗﾊﾑが部品費と見積もられるが、現在部品費として年間約 15 万ﾃﾞｨﾗﾊ

ﾑ以上を支出しており、この範囲でカバーできる。さらに、機材納入時にスペアパーツも含めるため部

品費は当面はほとんど発生しないものと考えられる。なお、維持修理費のうち残り 50%は修理工賃で

あるが、ほとんどの修理は IFEER の整備工場における研修の整備実習の中で消化可能であり、費用計

上はないものと考えられる。 
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表 3-12 燃料・オイル費用見積 
単位： ltr 

No. 機材 仕様 台数 燃料・オイル消費量 
（ltr /日・1 台） 

燃料・オイル消費量
（ltr /日・合計台数）

1 ブルドーザ 250 hp 2 0.138 x 250 hp x 5h = 172 342 

2 ホイールローダ 130 hp 2 0.115 x 130 hp x 5h = 75 150 

3 モータグレーダ 150 hp 2 0.081 x 150 hp x 5h = 61 122 

4 油圧ショベル 140 hp 2 0.133 x 140 hp x 5h = 93 186 

5 バックホーローダ 95 hp 2 0.133 x 95 hp x 5h = 63 126 
6 振動ローラ 110 hp 2 0.114 x 80 hp x 5h = 45 90 

7 ダンプトラック 240 hp 2 0.040 x 240 hp x 5h = 48 96 

8 道路維持管理車 200 hp 2 0.030 x 200 hp x 5h = 30 60 

9 トラック・トレーラ 320 hp 1 0.056 x 320 hp x 5h = 90 90 
10 給油脂車 240 hp 1 0.038 x 240 hp x 5h = 45 45 

11 小型トラック 70 hp 2 0.037 x 70 hp x 5h = 13 26 

12 ミニバス 120 hp 1 0.044 x 120 hp x 5h = 26 26 

13 フォークリフト 50 hp 1 0.037 x 50 hp x 5h = 9 9 
合 計 22  1,368 

注；機材台数は新規導入の機材台数 

 

積算条件； 
1. 年間稼働日：60 日 
  運転コースは 3 回/年で１回当たり各機材 10 日(2 週間)稼動し合計 10 X 3=30 日 
  その他に機材別短期特別コース及び機材整備コースで 30 日間稼動、総計 60 日間/年稼動 
2. 1 日の平均稼働時間： 5 h 
3. 運転１時間当たり燃料/・オイル消費率（ltr/hp-h)；「国土交通省 建設機械等損料算定表で定めら

れている標準による」、「オイル費用；燃料消費量の 1%」 
4. ディーゼル燃料平均価格： 5.8 DH/ltr ＝ 72.5 円/ltr 

（2004.8 現在；$1=0.880 DH＝110 円、１DH＝ 12.5 円） 
5. 燃料・オイル年間費用：  

新規導入機材；1,368 ltr/日 x 60 日 x 5.8 DH/ltr ＝ 470 千 DH＝ 580 万円 
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表 3-13 維持修理費用見積 

単位:万円 

No. 機材 仕様 台数 維持修理費率 
/ 1 台・年 

維持修理費 
/ 1 台・年 

年間維持修理費
/ 導入台数・年

1 ブルドーザ 250 hp 2 0.35/24=0.014 42 84 

2 ホイールローダ 130 hp 2 0.35/24=0.014  14 28 

3 モータグレーダ 150 hp 2 0.35/28=0.012 19 38 

4 油圧ショベル 140 hp 2 0.30/20=0.015 22 44 
5 バックホーローダ 95 hp 2 0.30/20=0.015 8 16 

6 振動ローラ 8 t 2 0.35/24=0.014  7 14 

7 ダンプトラック 8 m3 2 0.50/24=0.020  12 24 

8 道路維持管理車 200 hp 2 0.40/24=0.016  11  22 
9 トラック・トレーラ 30 t 1 0.35/24=0.014  23 23 

10 給油脂車 6 x 4 1 0.40/20=0.020 36 36 

11 小型トラック 4 x 4 2 0.50/20=0.025  5  10 

12 ミニバス 30 人 1 0.50/20=0.025 15 15 
13 フォークリフト 2 t 1 0.50/20=0.025 5 5 

合 計 22   359 
注;台数は新規導入の機材台数 

 

積算条件； 
1. 機材維持修理比率：国土交通省通達の請負工事機械経費算定要領による 
2. 耐用年数：現地の機材の稼働時間を勘案して建設機械等損料算定表の 4 倍を現地の耐用年数とする 
3. 機材維持修理費：機材見積価（CIF 価格）ｘ 機材維持修理比率 
4. 年間維持管理費： 

新規導入機材；約 360 万円 = 290 千 DH 
5. 部品費と維持管理工賃は 50：50 

従って、部品費約 180 万円/年＝150 千 DH/年、工賃約 180 万円/年＝150 千 DH/年 
但し、維持修理工賃は IFEER で実施するので外部への支払いはない 
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３－６ 協力対象事業実施にあたっての留意事項 

特に大きな留意事項はないが、直接の実施機関である IFEER にとって 1993 年以来の日本の無償資金

協力であることから、諸手続きに不慣れなことが予想される。機材はカサブランカ港渡しとなるため、

カサブランカ港陸揚げ後は、実施機関の責任において速やかに IFEER まで内陸輸送することが望まし

い。また、「モ」国側の自己負担で建設する機材格納庫、洗車場及びコンクリート試験室は、2005 年

12 月末までに完成させることを合意済みである。このために日本側として、実施工程期間を通して相

手側と緊密に連絡をとり取りながら適切な指示・助言を行う必要がある。 
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第 4章 プロジェクトの妥当性の検証 

４－１ プロジェクトの効果 

IFEER の研修用機材が時代のニーズに合致した最新型(電子制御機器搭載型)の機材に更新されると、

IFEER の研修内容がレベルアップし、その結果、建設機械を使用した「モ」国内の工事効率が高まり、

道路局の基本戦略である①道路改修と維持管理の強化による道路資産の保全、②交通量の増加に対応

した経済的かつ安全な交通確保のための道路改良、③国家地方道路計画(PNRR)に基づく地方村落道路

網の拡充、が推進される。 

本計画による直接裨益者は、道路局からの受講予定者 210 人/年、民間その他からの受講予定者 130

人/年、及び仏語圏アフリカ諸国等第三国の研修生 20 人/年、合計受講予定者 360 人/年となる。これは

ここ数年の年平均受講者数の 300 人/年より増加となる。間接裨益者は「モ」国全国民 2,870 万人であ

る。 

本プロジェクト実施により期待される直接的効果、間接的効果は以下のとおりである。 

（１）直接効果 

１）IFEER の研修用機材が、近年工事現場で通常に使用されている最新型の電子制御機器搭載型機

材に更新されることにより、新しいカリキュラムが設定され、研修内容が時代のニーズに合致し

たものにレベルアップされる。 

２）道路局職員の技術レベルがアップする。 

（２）間接効果 

１）新型の機材の性能を充分引き出すことにより、年間道路整備計画が効率的に推進され、経済が活

性化される。 

２）道路局所有の電子制御機器搭機型機材の修理が迅速に行われるようになり、現有機材の休車(故

障)期間が減少する。 

３）民間、他官庁からの研修終了者が増加し建設工事が効率化される。 

４）年間道路整備計画が推進されることにより貧困格差が縮小される。 

５）年間道路整備計画が推進されることにより、新たな道路技術者の雇用が生まれる。 
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４－２ 課題・提言 

本プロジェクトの実施により、前項に示したとおり多大な効果が期待できるが、本プロジェクトの

実施による効果をより確実に発現・持続するために以下の課題を解決していく必要がある。 

・調達する道路建設用機材は電子制御機器搭載型で、「モ」国で同機種が普及しつつあるものの、そ

の故障診断及び修理手法はいまだに浸透していない。従って、日本からの技術支援として故障診断及

び修理手法習得を目的として、機材調達前にカウンターパート研修を、機材到着直後に、日本人短期

専門家派遣を実施することが望ましい。 

・IFEER は研修生増加による研修収入増加のほか、建設機械運転免許制を新規に「モ」国に導入し、

IFEER にて免許取得をする際に必要な研修を実施する免許収入、道路局保有の建設機械の修理を実習

を兼ねて有料で実施する修理収入、及び道路整備実習で地方自治体の道路整備を実施する際の収入等、

収入源を多用化して収入を確保し、機材の減価償却費を積み立て、機材の定期的な更新を自力で行い

持続性を確保することが望ましい。 

・最新技術のカリキュラム導入に伴い、建設会社連盟を通じた広報活動の活発化及び雇用促進事業団

による研修費用の 90%補助制度活用により、民間からの研修受講者数の増加を積極的に推進し、民

間建設業者の技術力向上に寄与することが望ましい。 

 

４－３ プロジェクトの妥当性 

プロジェクトの内容、その効果の程度、対象となる機材の運用、維持管理の実施能力等から、我が

国の無償資金協力による協力対象事業の実施は以下の点から妥当と判断する。 

(1) 「モ」国の道路が効率良く整備され、地方の貧困層を含む「モ」国全国民 2,870 万人が裨益さ

れること。 

(2) 「モ」国の道路整備を実施する道路局・民間その他の道路技術者のみならず、フランス語圏

アフリカ諸国の道路技術者への教育・人造りのプロジェクトであること。 

(3) 「モ」国の独自の人材と技術で運営・維持管理を行うことができ、過度に高度な技術を必要

としないこと。 

(4) 「モ」国の年間道路整備計画の目標達成に資するプロジェクトであること。 

(5) 収益性のあるプロジェクトではないこと。 

(6) 環境面での負の影響はないこと。 

(7) 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトの実施が可能であること。 
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４－４ 結論 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが「モ」国の

みならず、フランス語圏アフリカ諸国の教育・人造りに寄与するものであることから、協力対象事業

の一部に対して、我が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに、本プロジェ

クトの運営・維持管理についても、相手国側体制は人員・資金ともに十分で問題ないと考えられる。

さらに、「４－２ 課題・提言」で述べた点が改善・整備されれば、本プロジェクトはより円滑かつ

効果的に実施しうると考えられる。 
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氏 名 担 当 所 属 

小 畑  永 彦 団長 JICA モロッコ事務所 
次長 

福 地  晴 夫 業務主任/運営維持管理計画 (株)建設企画コンサルタント 

芳 野 恒 夫 機材計画 (株)建設企画コンサルタント 

菊 地  康 通訳 (株)建設企画コンサルタント 

 
 
 



  資料2　調査日程   

No. 日付
団長

Mr. OBATA
計画管理

Mr. KOYANAGI
業務主任/運営維持管理計画

Mr. FUKUCHI
機材計画

Mr. YOSHINO
調達計画/積算

Mr. HADA
研修計画
Mr. AOKI

通訳
Ms. KIKUCHI

1 7月12日 月

2 7月13日 火

3 7月14日 水

4 7月15日 木

5 7月16日 金

6 7月17日 土

7 7月18日 日

8 7月19日 月

9 7月20日 火

10 7月21日 水

11 7月22日 木

12 7月23日 金

13 7月24日 土
RBA(10:15)⇒CDG(15:10)

by AF2959
CDG(19:05)⇒by JL406

14 7月25日 日 ⇒NRT(13:55)

15 7月26日 月 資料収集・協議(IFEER) 機材計画調査(IFEER) 資料収集・協議(IFEER)

16 7月27日 火 資料収集・協議(IFEER) 機材計画調査(IFEER) 資料収集・協議(IFEER)

17 7月28日 水 資料収集・協議(IFEER) 機材計画調査(IFEER) 資料収集・協議(IFEER)

18 7月29日 木 資料収集・協議(IFEER) 機材計画調査(IFEER) 資料収集・協議(IFEER)

19 7月30日 金

20 7月31日 土

21 8月1日 日 *:Aグループ道路工事現場調査 *:Bグループ道路工事現場調査 Aグループ道路工事現場調査

22 8月2日 月 Aグループ道路工事現場調査 Bグループ道路工事現場調査 Aグループ道路工事現場調査

23 8月3日 火 Aグループ道路工事現場調査 Bグループ道路工事現場調査 Aグループ道路工事現場調査

24 8月4日 水 Aグループ道路工事現場調査 Bグループ道路工事現場調査 Aグループ道路工事現場調査

25 8月5日 木 Aグループ道路工事現場調査 機材計画調査(IFEER) Aグループ道路工事現場調査

26 8月6日 金 運営計画協議(IFEER) メーカー代理店調査 運営計画協議(IFEER) 研修計画協議(IFEER) メーカー代理店調査

27 8月7日 土

28 8月8日 日

29 8月9日 月 研修計画調査(IFEER) メーカー代理店調査

30 8月10日 火 研修計画協議(IFEER)

31 8月11日 水

32 8月12日 木 運営計画協議(IFEER)
国立道路研究
センター調査

運営計画協議(IFEER)
国立道路研究
センター調査

運営計画協議(IFEER)

33 8月13日 金

34 8月14日 土

35 8月15日 日

36 8月16日 月 運営計画協議(IFEER) 機材計画調査(IFEER) 運営計画協議(IFEER)

37 8月17日 火

38 8月18日 水

39 8月19日 木

40 8月20日 金

41 8月21日 土

*

日

月

火

水

木 Autoroute-Settat建設工事現場調査、Rabatへ移動

備考 NRT:Narita, CDG:Charles de Gaulle, RBA:Rabat, DKR:Dakar, CAS:Casablanca, EOJ:Ambassade du Japon au Maroc

MET:Ministere de l'Equipement et du Transport, DRCR:Ministere de l'Equipement et du Transport, Direction des Routes et la Circulation Routiere

IFEER:L'Institut de Formation aux Engins et a L'Entretien Routier, MIEPW: Ministère des Infrastructures et l'Equipement des Travaux Publics

SLM:Service Logistique et Materiel , DPE:Directions Provincial de l'Equipement

ODEP:Office D'Exploitation des Ports

RR:Routes Regionales, RP:Routes Provinciales

Bグループ道路工事現場調査日程日付

IFEER現有機材調査(IFEER) 民間研修生インタビュー(IFEER)

8月5日

Marrakech SLM にて調査

同左

同左

RP2322建設工事現場調査 、RR204 建設工事現場調査

Autoroute HAD SOUALEM - TNIN - CHTOUKA 建設工事現場調査
Casablanca SLM にて調査、Rabatへ移動

8月1日

8月2日

8月3日

8月4日
Expresse Agadir - Taroudant　建設工事現場調査、
Parc de la DPE Taroudant 調査

RP2032建設工事現場調査
(地方村落道路機材整備計画で供与された機材の活用現場)

Marrakechへ移動

Aグループ道路工事現場調査日程

IFEER講師インタビュー(IFEER)

MIEPW協議、セネガルJICA事務所報告

修了生インタビュー(IFEER)

Bグループ道路工事現場調査

修了生の監督者/IFEER講師インタビュー(IFEER)

⇒NRT(13:55)

RBA(10:15)⇒CDG(15:10)
by AF2959

CDG(19:05)⇒by JL406

「モ」JICA事務所・在「モ」日本大使館報告

 資料整理、（モロッコ祝日：国王即位記念日）

モロッコ国道路保守建設機械訓練センター機材更新計画基本設計調査日程表

団内打ち合わせ

資料整理

修了生インタビュー(IFEER)

日程

DKR(3:20)⇒CAS(6:40) by AT500

MIEPW協議

NRT(11:10)⇒CDG(16:35) by JL405

CDG(16:00)⇒DKR(19:45) by AF718

官団員(JICA)

団内打ち合わせ

資料整理

メーカー代理店調査

Bグループ道路工事現場調査

Bグループ道路工事現場調査

Bグループ道路工事現場調査

IFEER講師インタビュー

メーカー代理店調査 修了生の監督者とのグループ討議(IFEER)

団内打ち合わせ

民間建設会社調査（修了生/監督者インタビュー含む）

IFEER協議

IFEER協議/DRCR報告

資料整理

IFEER現有機材調査(IFEER) ODEP調査（インタビュー含む）

団内打ち合わせ

コンサルタント(㈱建設企画コンサルタント)

セネガルJICA事務所表敬訪問、MIEPW協議

M/D署名、「モ」JICA事務所・在「モ」日本大使館報告

DRCR・IFEERとM/D協議

IFEERにて協議

IFEERにて協議/調査(研修視察を含む)

CDG(8:20)⇒RBA(9:15) by AF2958、「モ」JICA事務所・在「モ」日本大使館・DRCR・IFEER表敬訪問

団内打ち合わせNRT(11:10)⇒CDG(16:35) by JL405



官団員(JICA)

No. 日付
団長

(Mr. OBATA)
業務主任/運営維持管理計画

Mr. FUKUCHI
機材計画

Mr. YOSHINO
通訳

Ms. KIKUCHI

1 10月23日 土

2 10月24日 日

3 10月25日 月

4 10月26日 火

5 10月27日 水

6 10月28日 木

7 10月29日 金

8 10月30日 土

9 10月31日 日

10 11月1日 月

11 11月2日 火

12 11月3日 水

13 11月4日 木

14 11月5日 金

備考

NRT:Narita, CDG:Charles de Gaulle

MET:Ministere de l'Equipement et du Transport

DRCR:Ministere de l'Equipement et du Transport, Direction des Routes et la Circulation Routiere 

IFEER:L'Institut de Formation aux Engins et a L'Entretien Routier

DRCR・IFEERとM/D協議

資料整理/団内打ち合わせ

CDG(8:20)⇒RBA(9:15) by AF2958

DRCR・IFEER、基本設計概要書内容の説明

DRCR・IFEER、基本設計概要書内容の説明

「モ」JICA事務所・在「モ」日本大使館表敬、基本設計概要書内容の説明
DRCR・IFEER表敬訪問

日程

RBA(8:00)⇒ORY(11:50)by AT780
CDG(18:05)⇒by JL406

⇒NRT(14:00)

資料整理/団内打ち合わせ

コンサルタント(㈱建設企画コンサルタント)

NRT(11:10)⇒CDG(16:35) by JL405

DRCR・IFEER、基本設計概要書内容の説明、協議

IFEERにて協議

M/D署名、「モ」JICA事務所・在「モ」日本大使館報告

DRCR・IFEERとM/D協議（関係者全員参加）

基本設計概要説明調査現地調査日程



資料３ 関係者（面会者）リスト 
 
「モロッコ国」 
 
MINISTERE DE L’EQUIPEMENT ET DU TRANSPORT 
設備交通省本省 
M. Mouhsine ALAOUI 
M'HAMEDI 

Secrétaire Général par intérim, Directeur des Affaires 
Techniques 次官代理、技術局長 

M. Moha HAMAOUI Directeur des Routes et de la Circulation Routière 道路局長 

M. Abddennebi RMILI Directeur Adjoint (DRCR) 道路局副局長 

M Lahcen AYACH Directeur Adjoint (DRCR) 道路局副局長 

M. Jaouad BENZKRI Chef de Division de la Programmation et du Financement 計画・財務課長 

M. Mohamad HIMMI Chef de Division d'Entretien et de Sécurité Routière 道路保守・安全課長 
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モロッコ王国道路保守建設機械訓練センター 

機材更新計画基本設計調査協議議事録 

 
 
 

モロッコ王国（以降 “モロッコ”と呼ぶ）の要請に基づき、日本国政府は道路

保守建設機械訓練センター機材更新計画（以降“プロジェクト”と呼ぶ）に関する基本

設計調査の実施を決定し、国際協力機構（以降“JICA”と呼ぶ）にその調査を依頼した。 

 
 

JICA は 2004 年 7 月 19 日から 8 月 20 日にかけて JICA モロッコ国事務所次長小

畑永彦氏を団長とする基本設計調査団（以降“調査団”と呼ぶ）をモロッコ国に派遣し

た。 
 

調査団はモロッコ政府の設備・交通省の関係当局と一連の協議を行い、双方は互

いに要点を以下の付属書に確認した。調査団は今後更に詳細に調査を行い、基本設計調

査報告書を取りまとめる。 

 

 

 

  ラバト、2004 年 7 月 23 日 

  

 

 

 

 

 

小畑 永彦 

調査団長 

基本設計概要説明調査団 

国際協力機構 

 

    署名 

                

 

 

 

 

 

 

M Moha Hamaoui 

道路局長 

設備交通省 

モロッコ王国 

 

    署名 

（和文訳） 



付属書 

 
 

1. 計画の目的 

 本計画の目的は道路保守建設機器・機械の供与によってモロッコ国道路保守建設

機械訓練センター（IFEER）に於ける研修の質を改善することにある。 

2.  計画サイト  

 計画サイト（IFEER）はスキラット市に所在する。 

3. 責任機関及び実施機関 

(1) 本計画の責任実施機関は設備交通省の道路交通局である。  

(2) 本計画実施機関は国道路保守建設機械訓練センター（以降 IFEER と呼ぶ）で

ある。 

上記機関のそれぞれの組織図を別添 1 に示す。  

4. モロッコ政府よりの要請内容  

調査団との協議の結果、別添 2に示す内容がモロッコ側より最終的に要請された。

JICA は要請の妥当性を検討し日本政府の承認に付する。 

 

5. 日本国無償資金協力システム 

(1) モロッコ側は調査団から説明された別添 3 に記載の日本国の無償資金協力の

システムとモロッコ政府が講じるべき措置を理解した。 

(2) モロッコ側は日本国の無償資金協力の前提条件として計画の円滑な実施のた

めに別添 4 に記載の必要措置を講じることを確約した。 

6. 今後のスケジュール 

(1) コンサルタントは 2004 年 8月 20 日までモロッコでの調査を続ける。 

(2) JICA は、基本設計概要書（仏語版）を作成し、その内容説明のために 2004

年 10 月にモロッコに調査団を派遣する。 



(3) 基本設計概要書の内容がモロッコ政府により原則として了承されれば、JICA
は最終調査報告書を作成し、2005 年１月までにモロッコ政府に送付する。 

 
7 その他の協議事項 

(1) モロッコ側は別添 4 に記載の必要事項を適切な時宜に実施するための予算措

置を行う。 
 

(2) モロッコ側は供与された道路保守建設機械の格納庫を 2005 年 12 月までに建

設するべく必要な予算割当を行い必要な措置を講じる。 
 

(3) モロッコ側は新規機材を活用した新規技術研修方針書を作成し 2004 年 8 月 6
日までに調査団に提出する。 

 

(4) 双方は計画の技術協力に関するロットを削除することに合意した。モロッコ

側は JICA による技術協力の必要性を強調し、このために別途要請を行う必要

を理解した。 またモロッコ側はソフトコンポーネントの必要性についても

強調した。日本側は同ソフトコンポーネントの妥当性を検討する。 
 

(5) モロッコ側は供与機材の運営・維持管理のための適切な予算措置を行う。同

予算には初動に必要で本計画に含まれる以外のスペア－パーツ購入費用を含

む。 
 

(6) モロッコ側は日本側から運営技術を習得するため機材の据付、試運転時に適

切な人数のカウンターパートを任命する。 
 

(7) モロッコ側は 2004 年 8 月 6 日までに日本側の質問書に対する回答を出すもの

とする。 
 

(8) モロッコ側は 2004 年 8 月 20 日までモロッコに於ける調査続行のため必要な

人数のカウンターパートを任命する。 
 



Annex-2 

要請機材一覧表 

 

No. 機 材 名 仕 様 数 量 

ロット 1．道路建設機材 

1 ブルドーザ エンジン出力 250Hp、 重量 ３０トン 

 

2

2 ホィールローダ エンジン出力 135Hp  

バケット容量 2.0m3 

2

3 モーターグレーダ エンジン出力 155Hp  

ブレード 3.7m 

2

4 油圧エクスカベータ クローラ式 1 台、ホィール式 1 台 

バケット容量 0.7m3 

２

5 バックホーローダ エンジン出力 100Hp 

バケット容量 １m3 

２

6 振動ローラ エンジン出力 80Hp 8 トン以上 

鉄輪＋タイヤ 

2

7 ダンプトラック エンジン出力 200Hp 容量 ８m3 

 

2

8 道路維持管理車 エンジン出力 170Hp 、 

最大車両総重量 14 トン 

2

9 トラクターヘッド + 

        トレーラ 

セミローベッド、積載重量 ３０トン 

荷台長 8m 

１

10 給油脂車 エンジン出力 240Hp ６ｘ４ 

 

1

11 ピックアップ ダブルキャブ 

 

2

12 小型バス 30 人乗 

 

１

13 フォークリフト 積載重量 ２ﾄﾝ、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙエンジン 

 

1

14 スペアパーツ フィルタ、バケットティースなどファストムー

ビングパーツ 

1 式

ロット２．教育用機材 

1 ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ SECAM 2

2 データプロジェクタ パソコン接続用 4

3 カメラ デジタル 2

4 コンピュータ ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟｘ２、ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟｘ４ 6

別添 2 



No. 機 材 名 仕 様 数 量 

5 レーザープリンタ 白黒 4

6 ｶﾗｰﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀ マニュアル作成用 1

7 スキャナ  2

8 ｶﾗｰﾚｰｻﾞｰｺﾋﾟｰ マニュアル作成用 1

9 ﾚｰｻﾞｰｺﾋﾟｰ マニュアル作成用（白黒） 1

ロット３．整備工場用機材 

1 ｲﾝｼﾞｪｸﾀﾃｽﾄｽﾀﾝﾄﾞ  1

2 ｴﾝｼﾞﾝ診断用圧力計ｾｯﾄ  1

3 油圧回路診断用圧力計ｾｯﾄ  1

4 デジタルマルチメータ  1

5 タコメータ  4

6 インジェクタ洗浄器  6

7 ｲﾝｼﾞｪｸｼｮﾝ配管用ｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝﾚﾝﾁ  2

8 油圧ホース用ｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝﾚﾝﾁ  2

9 ﾌﾞﾚｰｷばね用ﾌﾟﾗｲﾔ  1

10 温度計  4

11 溶断トーチ  1

12 溶接トーチ  1

13 油圧ホースかしめ器  1

14 発電機  1

15 吊りケーブル  4

16 吊りチェーン  8

17 タイヤ分解機  1

ロット４．土木試験室用機材 

1 コンクリート圧縮試験機  1

2 スランプ試験機  2

3 曲げ試験機  1

4 曲げ及びねじり試験機  1

5 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾛｰ試験機  1

6 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾗｽﾄﾒｰﾀ  2

7 ｺﾝｸﾘｰﾄﾜｰｶﾋﾞﾘﾃｨﾒｰﾀ  2

8 ｼﾞｮｲｾﾙ機器  2

9 コンクリートミキサ  2

10 円筒型枠 16X32 20

11 立法型枠  20

12 角柱形型枠  20



No. 機 材 名 仕 様 数 量 

13 テーブルバイブレータ  1

14 恒温水槽 1)プラスチックｘ１ 

2)亜鉛メッキ鋼板ⅹ１ 

2

15 セメントミキサ  2

16 光波測量機  5

 



 

Annex-4 

両国政府によって行われるべき主な責務 
 

No. 項   目 無償資金 当該国側 

1 銀行取極に基づいて発生する以下の手数料を日本の銀
行に対し支払うこと 

  

 1) 支払授権書通知手数料  ● 

 2) 支払手数料  ● 

2 陸揚げ港における機材の荷揚げ及び関税に対する以下
の保証 

  

 1) 海上輸送または空輸による生産地からの生産品の
輸送 

●  

 2) 陸揚げ港で生産物に課せられる関税・輸入税等の
免除 

 ● 

 3) 陸揚げ港よりプロジェクトサイトまでの内陸輸送
費の負担 

 ● 

3 契約に定める生産物の供給や業務に関連した業務に従
事する日本国民に対し、当該国への出入国及び業務遂
行上必要となる当該国への出入国及び滞在許可 

 ● 

4 契約に基づく生産物の供給、業務に関して、日本国民
に対する当該国内の関税・国内税・その他の課徴金を
免除すること 

 ● 

5 日本の無償資金協力によって調達された機材を、適切
かつ効果的に運営・維持管理すること 

 ● 

6 日本の無償資金協力で負担しえない機材の輸送、据付
等に必要な総ての経費を負担すること 

 ● 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別添 4 







 

モロッコ国 道路保守建設機械訓練センター機材更新計画 

 

基本設計概要説明調査 

 

協議議事録 

 

 国際協力機構（JICA）は 2004 年 7 月、「モロッコ国道路保守建設機械訓練センター機材更新

計画」（以下、「プロジェクト」と記す）のための基本設計調査団をモロッコ王国に派遣した。

一連の協議、現地調査及び日本での技術的検討を行い、本プロジェクトの基本設計概要書を作

成した。 

 

基本設計概要書の内容をモロッコ政府関係者に説明、協議を行うために、JICA は JICA モロッ

コ事務所次長 小畑 永彦氏を団長とする基本設計概要説明調査団をモロッコ国に派遣し、

2004 年 10月 24 日から 11 月 4 日まで同国に滞在した。 

 

協議の結果、双方は付属書に記述した主要事項を確認した。 

 

 

 

  ラバト、2004 年 11月 3 日 

  

 

 

 

 

 

小畑 永彦 

調査団長 

基本設計概要説明調査団 

国際協力機構 

 

    署名 

                  

 

 

 

 

 

 

M Moha Hamaoui 

道路局長 

設備交通省 

モロッコ王国 

 

    署名 

 



 

 

付属書 

 

 

１．基本設計概要書の内容 

モロッコ国側は、調査団から示された基本設計概要書の内容について基本的に合意し、これ

を受け入れた。 

 

２．日本の無償資金協力の制度 

 無償資金協力の制度及びモロッコ国政府が取るべき措置について、モロッコ国側は、調査

団により説明され、双方で署名した 7月 23 日付ミニッツの Annex-3 及び 4に記載されている

内容通りであることを再確認した。 

 

３．調査日程 

 国際協力機構は確認事項をベースに最終報告書を完成し、2005 年 1 月までにモロッコ国側

に送付する。 

 

４．その他の事項 

（１）モロッコ国側は調達する道路維持建設機材のための格納庫、洗車場およびコンクリート試

験室を調達機材の引渡し前の 2005 年 12 月までに建設する。 

（２）日本の無償資金協力により調達機材はカサブランカ港(荷揚げを含む)まで輸送される。 

モロッコ国側はカサブランカ港での免税措置、通関に係る必要な諸手続きを行い、IFEER

まで速やかに輸送する。 

（３）モロッコ国側は日本国側の技術を習得するために適切な人数のカウンターパートを機材据

付、試運転時に配置する。 



事業事前計画表（基本設計時） 
 
１ 案件名 

 モロッコ国道路保守建設機械訓練センター機材更新計画 

２ 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

 モロッコ国(以下、「モ」国)は陸上交通の大部分を自動車輸送に依存しており、あらゆる経済活動の基盤

となっている。道路が重要なインフラであるとの観点から、道路整備事業に力を入れており、道路総延長は

約 5 万 7000 ㎞とアフリカ諸国の中で最も道路網の発達した国の一つとなっている。我が国は、1991～92 年に

かけて、建設機械の運転及び管理、施工計画や検査監督等に携わる道路技術者の技術向上を目的として無償

資金協力「道路保守建設機械訓練所建設計画」を実施した。1991 年は道路保守建設機械訓練センターの施設

を建設し、1992 年は訓練機材供与を実施した。その後同センターにおいては 1992～97 年までプロジェクト方

式技術協力(以下「プロ技」)「道路保守・建設機械訓練センター計画」が実施され、プロ技終了後も仏語圏ア

フリカ諸国を対象とした第三国研修が実施され、「モ」国及び周辺国における道路技術者の人材育成に貢献

し、合計 3,358 名の修了者を輩出した。しかしながら、供与後 10 年以上を経過しているため機材が老朽化か

つ時代のニーズに合致していないものとなっている。今般「モ」国は、同センターの研修内容を時代のニー

ズに合致したものにレベルアップするため機材更新の必要があるとの理由により、同センターにおける研修

用機材更新に係る無償資金協力を要請してきた。 

３ プロジェクト全体計画概要 ＊無償資金協力案件を投入の１つとする相手国政府によるプロジェクト全体計画 

＊下線部：本無償資金協力に直接関係する成果、活動及び投入 

（１） プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

道路保守建設機械訓練センターの研修内容が時代のニーズに合致したものにレベルアップされる。 

裨益対象：直接；道路保守建設機械訓練センターでの研修生 360 人/年 

間接；「モ」国全国民 2,870 万人 

（２） プロジェクト全体計画の成果 

  ア 道路保守建設機械訓練センターの研修用機材が更新される。 

イ 「モ」国の道路技術者の技術力が向上する。 

（３） プロジェクト全体計画の主要活動 

  ア 研修用の新しい機材を調達する。 

  イ 新しい機材を活用して研修を行う。 

（４） 投入（インプット） 

  ア 日本側（＝本案件）：無償資金協力 3.81 億円 

  イ 相手国側 

建設機械格納庫、洗車場及びコンクリート試験室の建設に係る費用 

（５） 実施体制 

  主管官庁：「モ」国設備交通省道路局 

  実施機関：道路保守建設機械訓練センター（IFEER） 

４ 無償資金協力案件の内容 

（１） サイト 

  「モ」国スキラット町（首都ラバトから南西 30km 地点）の道路保守建設機械訓練センター 
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（２） 概要 

  研修用機材の調達 

（３） 相手国側負担事項 

  建設機械格納庫、洗車場及びコンクリート試験室の建設（2005 年 12 月までに完成すること） 

（４） 概算事業費 

  概算事業費 4.00 億円（無償資金協力 3.81 億円、相手国側負担 0.19 億円） 

（５） 工期 

  詳細設計・入札期間を含め約 13 ヶ月（予定） 

（６） 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

  特になし 

５ 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

「モ」国の治安、政情、経済状態に突発事態が発生しない。 

６ 過去の類似案件からの教訓の活用 

  特になし 

７ プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（１） プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

・ 研修修了者数      現在 300 人/年、新機材導入後 360 人/年 

                         

・ 新規設定カリキュラム数 5 カリキュラム 

①油圧ショベルホイール式運転整備カリキュラム 

②バックホーローダー運転整備カリキュラム 

③道路維持管理車運転整備カリキュラム 

④コンクリート試験実習カリキュラム 

⑤光波測量機研修カリキュラム 

（２） その他の成果指標 

なし 

（３） 評価のタイミング 

  2007 年 3 月以降（新機材を使用した研修を開始して 1 年経過した時点） 

 



資料７ 参考資料/入手資料リスト 
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No 分 野 標 題 概 要 

1 運輸 発行機関 Ministère de l'Equipement 

  発行年 2000 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 オリジナル 

  

Guide du Port de Casablanca 

内容要旨 カサブランカ港の概略説明 

2 開発計画 発行機関 Ministere de la Prevision Economique et du 
Plan 

  発行年 2000 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 

  

Le Plan de Developpement 
Economique et Social 
2000-2004 

内容要旨 国家開発マスタープラン 

3 開発計画 発行機関 Ministère de la Prevision Economique et du 
Plan 

  発行年 2002 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 

  

Texte intégral du Projet du 
programme du Gouvernement 
présenté devant la Chambre 
des Représentants 

内容要旨 首相演説 国家開発マスタープラン 

4 環境 発行機関 MINISTERE DE L'AMENAGEMENT DU 
TERRITOIRE, DE L'EAU ET 
l'ENNIRONNEMENT 

  発行年 2003 年 

  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 オリジナル 
  

Les Nouvelles Lois de 
Protection de l'Environnement

内容要旨 環境保護法 

5 機材 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT ET 
DU TRANSPORT 

  発行年 2004 年 

  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 
  

List des Concessionnaires 
ENGINS 

内容要旨 建設機械取り扱い代理店一覧表 

6 機材 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT ET 
DU TRANSPORT 

  発行年 2004 年 

  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 
  

List des Concessionnaires 
CAMION 

内容要旨 車両取り扱い代理店一覧表 

7 機材 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT ET 
DU TRANSPORT 

  発行年 2004 年 

  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 
  

List des ENGINS (DRCR) 

内容要旨 DRCR 所有建設機械リスト 

8 教育 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT  ET 
DU TRANSPORT 

  発行年 2004 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 

  

[FORMATION] INSTITUT 
DE FORMATION AUX 
ENGINS ET A 
L'ENTRETIEN ROUTIER 

内容要旨 2004 年度 IFEER の募集要項 

9 教育 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT  ET 

DU TRANSPORT 

  発行年 2004 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 オリジナル 

  

IFEER の研修実績資料 

内容要旨 研修実績資料 
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10 組織 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT  ET 

DU TRANSPORT 

  発行年 2004 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 

  

Organigramme du Ministère 
de l'Equipement et du 
Transport (DRCR)(IFEER) 

内容要旨 設備・交通省（道路局）（IFEER）の組織

図 

11 組織 発行機関 Gouvernement du Maroc 
  発行年 2004 年 

  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 
  

省庁名称一覧 

内容要旨 省庁名称一覧 

12 組織 発行機関 Gouvernement du Maroc 
  発行年 2004 年 

  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 
  

Organigramme Type Simplifé 
d'une Province 

内容要旨 県組織図 

13 地図 発行機関 MINISTERE DE L’EQUIPEMENT 

  発行年 2002 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 

  

CARTE DU RESEAU 
ROUTIER 2002 

内容要旨 道路網地図 

14 地図 発行機関 MINISTERE DE L’EQUIPEMENT 

  発行年 2000 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 オリジナル 

  

CARTES ROUTIERES 
ATLAS PROVINCIAL 

内容要旨 県別道路地図 

15 統計 発行機関 Ministère de la Prevision Economique et du 

Plan 
  発行年 2004 年 

  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 
  

Annuaire Statistique du Maroc 
2003 

内容要旨 各種統計資料 

16 統計 発行機関 Ministère de la Prevision Economique et du 
Plan 

  発行年 2003 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 オリジナル 

  

Le Maroc en chiffres 2002 

内容要旨 統計資料集 

17 道路 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT 

  発行年 1995 年 

  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 オリジナル 
  

CATALOGUE DES 
STRUCTURES TYPES DE 
CHAUSSEES NEUNES 

内容要旨 道路設計基準 

18 道路 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT 

  発行年 2002 年 

  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 オリジナル 
  

GUIDE MAROCAIN POUR 
LES TERRASSEMENTS 
ROUTIERS 

内容要旨 土工作業ガイドライン 

19 道路 発行機関 Ministère de l'Equipement et du Transport 
  発行年 2002 年 

  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 オリジナル 
  

Les Routes en Chiffres 2002 

内容要旨 道路データ集 

20 道路 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT 
  発行年 2001 年 

  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 オリジナル 
  

TABLEAU DES ROUTES 
NATIONALES & 
REGIONALES 2000 

内容要旨 国道・州道データ集 
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21 道路 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT 

  発行年 2001 年 

  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 オリジナル 

  

TABLEAU DES ROUTES 
PROVINCIALES 2000 

内容要旨 県道データ集 

22 道路 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT  ET 

DU TRANSPORT 
  発行年 2003 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 オリジナル 
  

PROGRAMME NATIONAL 
DE ROUTES RURALES 

内容要旨 地方道路開発計画 
23 道路 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT  ET 

DU TRANSPORT 
  発行年 2003 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 オリジナル 
  

Traffic Routier 2002 

内容要旨 交通量データ 
24 道路 発行機関 MINISTERE DE L'EQUIPEMENT  ET 

DU TRANSPORT 

  発行年 2004 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 
  

Service Logistique et Matériel 
MARRAKECH 2004 

内容要旨 SLM マラケシュの業務概要説明 
25 貧困 発行機関 Ministère de la Prevision Economique et du 

Plan 
  発行年 1997 年 
  ｵﾘｼﾞﾅﾙ、ﾌﾟﾘﾝﾄの別 コピー 
  

RAPPORT NATIONAL SUR 
LE DEVELOPPEMENT 
HUMAIN 1997 

内容要旨 貧困指標 
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